
資料５－２

寄せられた意見を踏まえた技術的検討及び
意見への対応について
（個別検討・詳細版）

第7回 沖縄鉄軌道計画検討委員会資料

平成２９年１２月１５日
沖縄県
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・資料５－１の整理に基づき、県民意見から整理した以下の技術的観点からの関心事について、個別に検討・具体的説明を行うものとする。

１ 寄せられた意見を踏まえた技術的検討及び意見への対応（個別検討）

技術的観点からの検討視点 寄せられた意見に基づく技術的観点からの関心事 個別検討・対応

STEP4までに検討した内容を改めて
丁寧に説明すべき事項

(1)比較対象はどのように設定したのか 回答１ p4

(2)鉄軌道の導入により、以下の効果は期待できるのか、又は負の影響は生じないのか
・沖縄の経済・観光振興等に資するのか
・全ての地域において利便性を享受することが可能なのか
・那覇と名護を1時間で結ぶことにより、広域的地域圏の形成及び交流拡大に資することは可能か
・ストロー現象は生じないのか、どう対応していくのか
・県民及び観光客全ての移動利便性向上に資することは可能なのか
・交通の改善・充実、定時性及び速達性の確保は可能なのか
・ライフスタイルの変化も期待できる程の利便性が得られるのか
・渋滞緩和や経済的負担の軽減、CO2削減、騒音の減少、経済的ロスの解消、交通事故の減少等に資するのか
・車社会であるため、自動車利用からの転換は厳しいのではないか
・駐留軍用地跡地を含め地域のまちづくりに寄与するのか

回答２ p6

(10)評価結果及び予測結果は正しいのか、検証を行う必要があるのではないか 回答３ p7

(11)物流や他交通機関との結節も考慮した評価が必要ではないか 回答４ p8

(12)ルートの詳細、具体的場所を示してほしい 回答５ p9

(13)構造はどのように想定したのか、構造はどのように評価したのか 回答６ p10

(14)高速道路は何故活用できないのか 回答７ p11

(15)所要時間はどのように算出したのか、停車駅等はどう設定したのか 回答８ p12

(16)移動圏域人口をどのように算出し、その結果は何を表しているのか 回答９ p14

(17)地域間交流人口は、どの程度増えるのか 回答10 p16

(19)需要予測では、人口や観光客数をどのように設定したのか。鉄軌道導入による人口変化も考慮したのか 回答11 p18

(20）需要予測では、運賃等のサービスレベルをどのように設定したのか 回答12 p20

(21）利用者数の内訳はどうなっているか、結果がルートによって大きく異なるのは何故か 回答13 p22

(22)公共交通への利用転換量はどのように試算したのか、試算結果からどの程度の渋滞緩和効果が期待できるのか 回答14 p25

(23)まちづくりへの具体的効果について 回答15 p26

(24)採算性分析では、経費等をどのように見込んで算出したのか 回答16 p28
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STEP4までに検討した内容を改めて
丁寧に説明すべき事項

(25)上下分離方式と上下一体方式はどう違うのか 回答17 p30

(26)黒字転換年がルートによって大きく異なるのは何故か 回答18 p31

(27)費用便益分析は、何をどのように計測しているのか、経済効果はどの程度あるのか 回答19 p32

(28)事業費は、どのように算出したのか、またルートによって結果が大きく異なるのは何故か、またゆいレールとの比較について 回答20 p33

(29）工期はどのように算出したのか 回答21 p34

(30）鉄軌道とは何を指すのか 回答22 p35

(31)整備の可否はいつ、どのように判断されるのか 回答23 p37

(33)起終点はなぜ、那覇と名護となっているのか（延伸のみでなく、骨格軸全体で評価すべきではないか） 回答24 p38

計画段階以降に検討すべき課題 (3)今後、構造については、コスト縮減、用地確保、自然災害や不発弾への対応、自動車交通への影響、車窓からの眺め、構造物設
置による景観への影響等の観点から、どのように検討を行っていくのか、配慮可能なのか。

回答25 p39

(4)需要を安定的に確保することは可能なのか 回答26 p40

(5)採算は本当に取れるのか、後々県民の負担とならないか 回答27 p42

(6)費用に見合った効果は得られるのか、効果を上げるため、既存交通事業者とも連携を図る必要があるのではないか 回答28 p43

(7)工期短縮、工事費及びランニングコストの縮減に向けて、どう対応するのか 回答29 p44

(8)事業実施にあたり、災害への対応、用地確保、自動車交通への影響、不発弾・地盤等について、対応可能なのか、どう対応するの
か

回答30 p45

(9)自然環境や生活環境、構造物設置に伴う景観への影響や車窓からの眺め等について、配慮は可能なのか、影響低減に向けて今
後、どのように検討を行っていくのか

回答31 p46

STEP4において改めて検討すべき事
項

(18)外出機会の増加は、健康面でどのような効果があるのか 回答32 p48

(32)人口が増加している南部で何故採算が取れないのか 回答33 p50
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個別検討
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意見の概要 意見への回答

（１）選択肢(ルート)が多すぎて比べにくい、
絞って提示したほうが良いとする意見

（２）造らないという選択肢が検討に含まれ
ていない、含めるべきではないか、導
入ありきではないかとする意見

（３）いろんな案があり良かった、このルー
ト案で良いとする意見

（４）ルート案について、経由地等がどやっ
て決まったのかわからない、現況の渋
滞等状況も踏まえたものとなっている
のか

（５）ゆいレール延長事業との違いが分か
らないとする意見

（６）採算性が確保できない案は検討から
外すべきではないか

・沖縄21世紀ビジョンで示された沖縄の将来の姿の実現や陸上交通の
現状の課題解決の観点から、

・県土の均衡ある発展
・中南部都市圏の交通渋滞緩和
・県民及び観光客の移動利便性の向上

等を図ることを目的に、鉄軌道の「構想段階」における計画案づくりに
取り組んでいるところです。

・鉄軌道のルート案については、沖縄県の将来の姿の実現等の観点か
ら求められる「公共交通の役割」を踏まえ、

・那覇と名護間における公共交通軸の構築
・多くの人が利用できる地域を経由
・自動車交通が集中している地域を経由
・まちづくり支援

の視点に、役割を持続的に果たす観点から採算性を考慮して検討を
行いました。(具体的検討方法は、次頁参照)

・その結果、中南部と北部、それぞれ西側と東側を通るルートを組み合
わせた４つの案をステップ３のPIにおいてお示ししたところです。

・その後、寄せられた意見を踏まえ、各検討委員会において、検討を行
い、当初のルート案の一部を変更して、
・北谷町と沖縄市・うるま市を結んで、北部西海岸又は北部東海岸を

経由するルート（C派生・D派生案)
・北部西海岸の宿泊施設をより多く経由して東海岸へ横断するル－ト

（B派生案)
の３つのルート案を追加し、合計７つのルート案を設定しました。

・鉄軌道の計画案づくりでは、これまでの検討において、
・将来の姿の実現及び現状の課題解決にあたっては、何らかの対策

を講じることは必要であること
・将来の姿の実現等にあたり、県民等の様々なニーズに対応していく

ためには、現在進めている既存公共交通の利用環境改善に向けた
取組と併せて、那覇と名護を1時間で結ぶ骨格軸とフィーダー交通
が連携する利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けて検
討を進める必要があること

が確認され、これに基づき鉄軌道のルート案の検討を行っております。

・本検討では、鉄軌道が整備されず、現況の公共交通のままであった
場合との比較ができるよう、整備されなかった場合の所要時間や公共
交通利用者数等をお示ししたところです。

・なお、「構想段階」である本検討は、次の「計画段階」で詳細・具体的な
検討を行うためのルート案を絞り込むことが役割となっていることから、
事業実施の可否については、次の「計画段階」において、「構想段階」
で選定された案について具体的なルートや駅位置、駅数、システムの
検討と併せて、導入による効果や影響等についても検討を行い、これ
ら結果を踏まえ、判断していく必要があります。

次頁は、骨格軸の経路の具体的検討方法

回答１ 比較対象はどのように設定したのか

(第4回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-1より)≪公共交通の役割を踏まえた対策案の検討視点 ≫

(ニューズレター第６号より)≪当初案(A~D案)と県民意見による追加案(派生案)≫

県民意見による
追加案
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意見の概要 意見への回答

(詳細は、第4回 沖縄鉄軌道
計画検討委員会 資料4-2参照)

《経路の検討》 ②
多
く
の
人
が
利
用
で
き
る
地
域

③
自
動
車
交
通
が

集
中
し
て
い
る
地
域

④
ま
ち
づ
く
り
支
援

①骨格軸の設定

・事業用地の確保は、事業性に大きく影
響するため、ルートの検討にあたっては、
道路敷地の利用、必要な用地の確保を
想定しました。
・骨格軸は、速達性を重視することから、
検討にあたっては大回りとならないように
考慮しました。

骨格軸の経路

左記４つの視点を踏まえ経路を設定し、
これに基づきルートを検討
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回答２ 鉄軌道の導入により、経済振興等様々な効果は期待できるのか、又は負の影響は生じないのか

意見の概要 意見への回答

●沖縄の経済・観光振興等に資するのか
●全ての地域において利便性を享受する

ことが可能なのか
●那覇と名護を1時間で結ぶことにより、

広域的地域圏の形成及び交流拡大に
資することは可能か

●ストロー現象は生じないのか、どう対応
していくのか

●県民及び観光客全ての移動利便性向
上に資することは可能なのか

●交通の改善・充実、定時性及び速達性
の確保は可能なのか

●ライフスタイルの変化も期待できる程の
利便性が得られるのか

●渋滞緩和や経済的負担の軽減、CO2削
減、騒音の減少、経済的ロスの解消、交
通事故の減少等に資するのか

●車社会であるため、自動車利用からの
転換は厳しいのではないか

●駐留軍用地跡地を含めた地域のまちづ
くりに寄与するのか

（18）沖縄や子供達の将来のため、沖縄の
発展、自立型経済の構築、経済振
興・雇用拡大、豊かな生活等の幅広
い導入を求める、様々な効果に資す
る、期待する、期待するルートにして
ほしいとする意見

～

（62）駐留軍用地跡地の活性化にも資する
よう配慮してほしいとする意見

・概略的な検討を行う「構想段階」では、ルートも一定の幅を持っており、
具体的なシステムや駅位置、駅数なども決まっていないことから、他
事例などを参考に駅数や工事単価等を仮定し、利用者数や事業費等
を算出しております。

・そのため、直接的な効果をお示しすることが難しいことから、県土の均
衡ある発展、移動利便性の向上、世界水準の観光リゾート地の形成、
渋滞緩和及び二酸化炭素の削減、まちづくりに対する効果について
は、

・那覇と主要都市間の所要時間
・60分内での移動圏域内人口
・地域間交流人口の増加
・鉄軌道及び公共交通利用数
・公共交通利用転換量
・那覇と主要観光地間の所要時間
・まちづくりのインパクト

等を指標として設定して検討を行ったところです。

・これら検討の結果、鉄軌道の導入により、所要時間の短縮、移動圏域
の拡大、公共交通利用転換量の増加等が期待されることが確認され
たところです。

・また、他事例や県民及び観光客へのアンケート結果から、鉄軌道の導
入と併せて、まちづくりやフィーダー交通の充実を図ることにより、交
流人口や外出機会が増加する可能性があることも確認されました。

・那覇ー名護を1時間で結ぶ鉄軌道の導入は、交流人口の増加等、地
域発展の起爆剤として期待される一方で、ストロー現象をもたらす可
能性もあります。

・これら負の影響を避けるためには、鉄軌道の導入とあわせて、人や企
業を呼び込むための、魅力あるまちづくり等を行っていくことも重要な
視点となります。

・鉄軌道の導入は、地域間交流等の増加により、経済活動が活発化し、
沖縄の経済・観光振興等にも資することが期待される一方で、負の影
響をもたらす可能性もあることから、計画段階においては、効果を高
め、負の影響を低減するために必要な取組について、市町村や事業
者等と連携して検討を行っていく必要があります。

・計画段階では、移動の変化に伴う様々な効果や負の影響についても、
評価方法を含め、幅広く具体かつ詳細に検討を行った上で、これら効
果・影響等も踏まえ、総合的観点から事業実施の可否について判断
していく必要があります。
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非日常買物での行先

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-1参照)

《県民等の観光・レジャー等における行き先の変化の可能性について》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会
資料6-1参照)

《観光客の鉄軌道の利用意向について》

・条件が整えば、沖縄観光経験
者（670サンプル）の約８割が、
那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌
道が導入された場合、鉄軌道を
利用すると思うと回答。

・そのうち約６割が、鉄軌
道を利用することでより
多くの観光地を訪問する
と思うと回答。

南部、中部に
行きたい割合
が増加

南部、北部に
行きたい割合
が増加

中部、北部に
行きたい割合
が増加

鉄軌道が導入された場合、「非日常の買物」や「観光・レジャー」の行き先に
ついて、居住地（北部・中部・南部）ごとに確認。

過去２年間に沖縄旅行の経験のある観光客を対象に、那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が整備さ
れた場合の鉄軌道の利用可能性について確認。

沖縄鉄軌道計画案検討業
務(その3)(H29.3)における
県民・観光客アンケート調
査より
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回答３ 評価結果及び予測結果は正しいのか、検証を行う必要があるのではないか

意見の概要 意見への回答

（112）評価結果全体に対し、疑問がある、
あいまい、楽観的、予測は確実なの
か？とする意見

（113）予測の根拠や算出方法等について
知りたいとする意見

（114）比較評価結果に対するその他意見
(しっかりと検証を行うことが必要。
しっかり進めてほしい、慎重に対応
してほしいとする意見等)

・現在は、概ねのルートなど概略計画を検討する段階です。

・課題解決及び将来像実現に向け、よりよい計画を策定するためには、
複数のルート案を設定し、幅広い視点で比較・検討を行うことが求め
られますが、全ルート案を同時に詳細に検証することは、時間や費用
等の面で非効率となります。

・「構想段階」では、幅広に複数のルート案を設定し、各ルート案の比較
優位性を確認することを中心に概略的な検討を行い、次の「計画段
階」で詳細・具体的な検討を行うためのルート案を絞り込むのが役割
となっています。

・概略的な検討を行う「構想段階」では、ルートも一定の幅を持っており、
具体的なシステムや駅位置、駅数なども決まっていないことから、他
事例などを参考に駅数や工事単価等を仮定し、利用者数や事業費等
を算出しております。

・そのため、システムの選定や駅数等の具体的な検討を行う「計画段
階」以降では、利用者数等について変動が生じることが想定されます。
（利用者数や事業費等は、計画の段階が進むにつれて、精緻化され
ていくことから、「計画段階」では事業化を判断するレベル、次の「概略
設計・法手続き」の段階では工事着手を判断するレベルでの検討を
行っていくことになります。)

・「構想段階」では、同一条件を設定し、複数ルート案の中から、より効
果が高く、環境等への影響も比較的小さい、よりよい案を選んでいくこ
とから、その検討に必要な精度を確保することが重要です。

・そのため、「構想段階」では、採算性等に大きく関係する需要予測につ
いては、技術検討委員会において予測結果について傍証し、人の移
動を踏まえた予測が実施されていることを確認するととともに、事業費
やランニングコストについても、既存鉄道等の実績等を踏まえ検討を
行っております。

・本検討で想定された効果を着実に発現させるとともに、さらなる効果を
得ていくために、鉄軌道の導入と合わせて駅周辺のまちづくりや既存
公共交通の利用環境改善、フィーダー交通の充実など、より多くの
人が快適に利用できる環境づくりを市町村や交通事業者等と協力し
ながら行うとともに、より多くの県民が自動車から公共交通に利用転
換していただくことが重要です。

・「計画段階」では、ルートや駅位置や駅数等についても具体的検討が
なされることから、利用者数や採算性等についても精緻化を図り、鉄
軌道導入による効果や負の影響についても詳細に確認してくことが必
要です。

・需要予測結果からしめされた目的別発生集中量について、県民は、各地域の人口密度に応
じた、県外客は、有名な観光地での発生集中がみられ、人の移動を踏まえた予測が実施さ
れていることを確認。

・本検討の需要予測結果から示された鉄道・モノレールの機関分担率を沖縄本島と人口規模
が同程度の都市圏と比較した結果、同程度の水準であることが確認されていることを確認。

《各段階における検討事項》

《需要予測結果の傍証》

・目的別
発生集中量

・機関分担率

本検討の機関分担率は、C派
生案330号ケースによる。

ある地域から出発ま
たは到着するトリッ
プ(人の移動)数のこ
と

資料：平成24年版
都市交通年報

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料3参照)
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意見の概要 意見への回答

（115）物流や、他交通機関との結節等踏ま
えた視点での評価等も行うべきとす
る意見

・「構想段階」では、幅広に複数のルート案を設定し、各ルート案の比
較優位性を確認することを中心に概略的な検討を行い、次の「計画
段階」で詳細・具体的な検討を行うためのルート案を選んでいくことと
しております。

・安定かつより多くの需要を確保するためには、ネットワークの再編等
により、鉄軌道と他交通機関等との効率的な連携を図ると共に、まち
づくり等も含めた幅広い検討を行っていく必要があります。しかし、概
略的な検討を行う「構想段階」では、ルートも一定の幅を持っており、
駅位置、駅数なども決まっていないことから、他事例を参考に設定し
た駅数や、現況における他交通機関のネットワーク等を踏まえ、現在
把握できる範囲内の情報に基づき、利用者数等について検討を行っ
ております。

・また、物流については、ステップ２において、評価項目に追加すべきと
の意見が寄せられましたが、100km未満の鉄道の距離帯別輸送機関
分担率は0.1％と低く、また、運賃で見た場合、200km以下では、鉄道
はトラックよりも割高となっていることから、技術・計画検討委員会で
の審議の結果、ルート選定に係る評価項目の対象外と判断したとこ
ろです。

・しかし、物流面での活用の可能性はあると考えられることから、「計画
段階」以降は、選定された案について、需要や採算性確保及び利便
性向上等の観点から、駅位置等の検討と併せて、他交通機関との効
率的な結節、物流面での活用の可能性等も含め、幅広く検討を行っ
ていく必要があります。

0.1%

1.2%

1.7%

2.9%

4.7%

6.1%

2.8%

17.6%

38.5%

47.3%

66.3%

75.8%

97.1%

81.1%

59.7%

49.9%

29.0%

18.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100km未満

100km以上～300km未満

300ｋｍ以上～500ｋｍ未満

500km以上～750lm未満

750km以上～1,000km未満

1,000km以上

鉄道 海運 自動車

資料 貨物・旅客地域流動調査分析資料（平成19年度版）

図 貨物の距離帯別輸送機関分担率

図 トラックと鉄道の運賃比較（貸切10トン）

資料 陸運統計要覧 平成18年版
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回答４ 物流や他交通機関との結節も考慮した評価が必要ではないか
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意見の概要 意見への回答

（116）ルートの詳細が知りたい、具体的に
どこを通るのかわからないとする意
見

・課題解決及び将来像実現に向け、よりよい計画を策定するためには、
複数のルート案を設定し、幅広い視点で比較・検討を行うことが求め
られますが、全ルート案を同時に詳細に検証することは、時間や費用
等の面で非効率となります。

・このような状況をさけるため、「構想段階」では、幅広に複数の案を設
定し、各ルート案の比較優位性を確認することを中心に概略的な検討
を行い、次の「計画段階」で詳細・具体的な検討を行うためのルート案
を選んでいくこととしております。

・よって「構想段階」では、具体的な箇所等現場の状況等を詳細に把握
し、検討を行うことが困難であることから、ルート案については、一定
の幅を持ったレベルでの検討を行っております。

・ただし、構造検討にあたり、市街地部については、用地確保等の観点
から道路空間の活用を基本に検討を行い、特に、那覇～宜野湾間に
ついては、バス利用者や道路交通量等が多い国道58号と国道330号
への導入を想定して検討を行ったところです。

・具体的ルートについては、次の「計画段階」において、「構想段階」で
絞り込まれたルート案について、システムの選定と併せ、現場の状況
(地盤・地形、用地、動植物や景観、騒音等の環境影響等)や経済性も
踏まえながら、幅広く検討を行う必要があり、最終的には、道路管理
者等との調整を経て決定されることになります。

糸満市

八重瀬町

南城市

豊見城市

那覇市
与那原町

南風原町

浦添市

宜野湾市

西原町

北谷町

中城村

北中城村

沖縄市

うるま市
嘉手納町

読谷村

恩納村

金武町

宜野座村

名護市

郊外部
・専用用地を確保しての導入を想定

市街地部
・道路空間の活用を想定

那覇～宜野湾区間は、
R58かR330への導入を検討

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-2参照)《鉄軌道の導入空間の想定》

回答５ ルートの詳細、具体的場所を示してほしい
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意見の概要 意見への回答

（117）構造はどう設定したのか、この設定
はありきなのかといった構造想定の
考え方を聞きたいとする意見

（119）トンネル等構造に対する評価がわか
らないとする意見

・「構想段階」である本検討では、地形図から現段階で把握できる範囲
で各ルート案毎に安価と考えられる構造を想定しています。

・市街地部については、専用用地の確保にあたり、費用と時間が多くか
かることが予想されることから、道路空間への導入を基本に検討を行
いました。

・検討にあたっては、地下トンネルに比べ安価な高架橋を道路の中央
分離帯に整備することを基本とし、道路拡幅を伴う場合は、用地補償
費が多額となることも想定されることから、地下トンネルを整備した場
合と比較し、費用の低い方を想定しました。

・その結果、市街地部の宜野湾～読谷（嘉手納飛行場と接する区間除
く）以外の区間は、地下トンネルを想定したところです。

・また、郊外部については、市街地に比べ事業用地が確保しやすいと考
えられることから、専用用地を確保することを基本とし、速達性、事業
費低減等の観点から、可能な限り短絡的・直線的に結び、山岳部は、
山岳トンネル、その他は高架橋を想定しました。

・沖縄鉄軌道については、中南部地域の市街地が形成された中への導
入であることや速達性が求められていることから、市街地部は道路空
間、郊外部は専用用地への導入を基本に構造の検討を行っていくも
のと考えますが、具体的な構造については、「計画段階」以降、「構想
段階」で絞り込まれたルート案について、システムの特性(最小曲線半
径や最急勾配等)や騒音、動植物、景観、地盤・地形、用地の確保や
自動車交通への影響等を踏まえ、具体的ルートと合わせて総合的に
検討していくことになります。

・なお、本検討で想定した構造については、
・地形・地盤、用地確保、災害等の面から、事業実施に与える問題

や留意すべき点
・動植物や地下水等の自然環境、騒音等の生活環境、景観への影

響
等の観点から、別添１のとおり、ルート案毎に評価を行っております。

・これら評価にあたっては、「構想段階」のルート案が一定の幅を持って
いることから、環境影響評価書レベルでの場所を特定した定量的な評
価は困難です。そのため、文献等から影響が想定される地域の周辺
環境等をマクロ的に捉え、重大な影響などをおよぼす恐れがないかや
「計画段階」以降の具体的な検討にあたって留意すべき点がないかと
いう観点から検討を行ったところです。

地下トンネル

高架構造

山岳トンネル・高架構造

嘉手納飛行場
と接する区間

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-2参照)《構造の想定》

市街地部の構造想定 郊外部の構造想定

回答６ 構造はどのように想定したのか、構造はどのように評価したのか
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意見の概要 意見への回答

（118）高速道路は何故活用できないのか、
部分的にも活用できないのかとする
意見

・鉄軌道は専用的な空間の確保が必要となり、特に、市街地が形成さ
れている中南部地域においては、新たな導入空間を確保することは
容易ではありません。そのため、平成24年度の内閣府調査では、既
存ストックである沖縄自動車道の活用もひとつの方策として、その可
能性について検討がなされております。

・その調査によると、自動車道の路面を鉄軌道の走路として活用した場
合は、一般道路等を活用したケースに比較して、

・事業費は約3割低減できるものの、
・沿線地域の人口集積（沿線は人口密度が低いため）の関係から

鉄軌道の利用者数は約4割減少し、
その結果、営業収益は少なくなるため、採算性が悪化することが課題
として示されています。

・さらに、高規格幹線道路である沖縄自動車道が4車線から2車線へと
減少することにより、長距離トリップを担う道路としての機能が著しく低
下することで、沖縄自動車道だけではなく、他の道路での渋滞発生が
起こり、大幅な道路整備が図られない限り、年間数百億円オーダーの
渋滞損失が生じ、地域や社会全体へ様々な影響を与えることも指摘さ
れています。

・一方で、道路交通への影響を少なくするために、自動車道の上部空間
へ導入した場合は、一般道路等を活用したケースと比較して、

・事業費は縮減されるどころか、約3割増加し、
・さらに、クレーン架設を基本とした夜間施工の増加や工事期間中

の車線規制等の施工上の課題も山積しているため、
導入は、極めて困難であると指摘されています。

・内閣府調査では、これら検討結果を踏まえ、沖縄自動車道の全線に
鉄軌道を導入する案は極めて困難であり、鉄軌道駅と沖縄自動車道
との結節等について検討を行うことが必要とされております。

・また、高速道路は、郊外部の一部が米軍基地内を通過していることか
ら、既存ストックとして活用する場合には、まちづくりの観点等からも
様々な課題があるものと考えられます。

・交通ネットワークの充実を図っていくためには、バス等の他公共交通
との結節のみならず、道路やレンタカーステーションといった自動車交
通との連携も重要であると考えられることから、「計画段階」は、これら
の視点も踏まえ、検討を行っていくことが重要です。

ケース1R(うるま・パイプ / 鉄道)

青：ケース１R：一般道路等を活用
赤：ケース６R：ケース１Rをベースに沖縄自動

車道（那覇IC～許田IC）活用を検討した区間

路面への
導入イメージ

上部空間への
導入イメージ

28%減

27%増

43%減

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 参考資料7参照)《沖縄自動車道の活用検討》
※H24内閣府調査での検討ケース

ケース6R(沖縄自動車道 / 鉄道)
路面空間

ケース6R(沖縄自動車道 / 鉄道)
上部空間

概算事業費 (億円)

需要予測

出典：H24内閣府調査報告書

出典：H24内閣府調査報告書

採算性

出典：H24内閣府調査報告書

回答７ 高速道路は何故活用できないのか
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意見への回答

（120）所要時間の算出方法、停車駅の考
え方、自動車との比較を行わなかっ
た理由も含め検討方法、各地域及び
観光地への所要時間について知りた
いとする意見

（121）【県民会議共通意見】県民は自動車
利用に慣れているので、「整備なし」
の所要時間は、バスやモノレールの
サービス水準の高くない現在の公共
交通ではなく、自家用車・レンタカーで
移動した場合と比較した方がわかり
やすい。

・本検討では、速達性の高い鉄軌道の導入により、高齢者等含めた全
ての方の移動時間がどの程度短縮されるのかという視点から、その
効果を把握するため、那覇市～各都市までの公共交通での移動時間
を算出し、鉄軌道の整備後と比較しました。

・本検討では、本島の東西各地域の方々が、短縮効果をイメージできる
よう沖縄市、名護市に加え、読谷村、うるま市、恩納村、金武町の6市
町村を設定し、これら市町村から那覇市までの所要時間を算出しまし
た。

・また併せて、観光客の訪問数及び宿泊施設の収容人数が多い、那
覇市中心部、恩納村南部、海洋博記念公園（本部町）について、
那覇市中心部ー恩納村南部、那覇市中心部ー海洋博記念公園（本
部町）との所要時間を算出しました。

・具体的には、各市町村の役場又は観光地の最寄り鉄軌道駅または最
寄りバス停を出発地とし、那覇市役所の最寄り鉄軌道駅、またはバス
停まで、鉄軌道、バス、モノレールといった公共交通を単独又は乗り
継いで移動した場合の乗車時間を算出しました。

・鉄軌道の乗車時間については、快速列車及び各駅列車のうち、当該
市町村への移動に際し、乗車時間の短い方を想定して、算出しており
ます。例えば、那覇ー名護間の所要時間については、経由市町村1か
所ずつを停車する快速列車を想定し、所要時間を算出しました。

・算出の結果、当該主要都市が、鉄軌道沿線上に無い場合でも、鉄軌
道の導入により、現状に比べ、26分～57分、観光地については24～
50分の時間短縮が図られることが確認できました。

・なお、「構想段階」である本検討は、概ねのルートなど概略計画を検討
する段階であり、具体的に現場の状況等を詳細に把握し、検討するこ
とが困難であることから、所要時間等は、他事例を参考に設定した駅
数や、他公共交通機関との結節、人口密度などの現在把握できる
範囲内の情報に基づき、需要がより見込まれる箇所を駅位置として仮
に設定し、検討を行っています。本検討における駅数及び停車駅設定
の考え方は次頁のとおりです。

次頁につづく

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-1参照)
《主要都市間の所要時間の算出区間》 《所要時間の算出方法》

①

②

③

④

⑤

⑥

那覇

当
該
市
町
村

が
鉄
軌
道

沿
線
上
に
あ

る
場
合

当
該
市
町
村

が
鉄
軌
道

沿
線
上
に
な

い
場
合

鉄
軌
道
が
無

い
場
合

回答８ 所要時間はどのように算出したのか、停車駅等はどう設定したのか

①那覇市～名護市
②那覇市～沖縄市
③那覇市～読谷村
④那覇市～うるま市
⑤那覇市～恩納村
⑥那覇市～金武町

(第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-1参照)《那覇～主要都市間の所要時間(分)》
下段：鉄軌道が無い場合

からの短縮時間
A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道が

無い場合

①那覇市～名護市 55
34分短縮

65
24分短縮

64
25分短縮

58
31分短縮

59
30分短縮

61
28分短縮

62
27分短縮

89

②那覇市～沖縄市 34
26分短縮

34
26分短縮

34
26分短縮

23
37分短縮

24
36分短縮

23
37分短縮

24
36分短縮

60

③那覇市～読谷村 27
40分短縮

27
40分短縮

27
40分短縮

41
26分短縮

38
29分短縮

41
26分短縮

38
29分短縮

67

④那覇市～うるま市 53
26分短縮

53
26分短縮

53
26分短縮

29
50分短縮

30
49分短縮

29
50分短縮

30
49分短縮

79
（57）

⑤那覇市～恩納村 41
56分短縮

50
47分短縮

48
49分短縮

43
54分短縮

44
53分短縮

71
26分短縮

66
31分短縮

97

⑥那覇市～金武町 64
51分短縮

47
68分短縮

47
68分短縮

58
57分短縮

60
55分短縮

44
71分短縮

45
70分短縮

115
（68）

下段：鉄軌道が無い場
合からの短縮時間

A案 B案 Ｂ派生案 C案 Ｃ派生案 D案 Ｄ派生案 鉄軌道が
無い場合

①那覇市～
恩納村南部

36
50分短縮

39
47分短縮

36
50分短縮

40
46分短縮

41
45分短縮

60
26分短縮

55
31分短縮

86

②那覇市～
海洋博公園

101
34分短縮

111
24分短縮

110
25分短縮

104
31分短縮

105
30分短縮

107
28分短縮

108
27分短縮

135

※1 は、目的地が鉄軌道沿線上にある場合。

※2 鉄軌道が無い場合の那覇～恩納村南部、那覇～名護までの所要時間については、路線バス又は高速バスで乗
り換え無しで行け、便数の多いルートを設定。

注：那覇市～宜野湾市は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。両ケースの所要時間は、１分以内の差で

概ね同じであったことから、ここでは所要時間の長いほうを示すものとする。
注：この所要時間は前述のとおり乗車時間のみ計上したものであり、実際には駅まで向かうための時間、待ち時間、

乗換時間等もかかる。

※ は、当該市町村が鉄軌道沿線上にある場合。

注：那覇市～宜野湾市は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。上記は、両ケースの平均値を記載。
注：算出にあたっては平成42年の将来推計人口を用いており、沖縄本島の将来推計人口は129万人

(第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-1参照)《那覇～主要観光地の所要時間(分)》
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意見の概要 意見への回答

<駅位置について>
・駅は、経由する市町村に、1箇所は設定(拠点駅と呼ぶ)するものとし、

既存の鉄道路線の駅間距離を参考に、以下のとおり、拠点駅間距離
が長い場合や、市街地が連担する地域においては、必要に応じて拠
点間に中間駅を設定しました。

《市街地》
・市街地が連坦する地域においては、地方都市(人口100万人以

上)の駅間距離を参考に、2~3kmに1箇所程度設定。
《郊外部等》

・郊外部などその他の地域においては、地方都市を有する都道府
県の郊外部の駅間距離を参考に、5~7kmに1箇所程度としました。

＜各停及び快速の設定＞
・速達性の観点から、各駅列車に加えて、快速列車を設定し、快速

列車は、経由する市町村で各1箇所(複数ある場合には、最も利用
者数の多い駅)を快速停車駅として設定しました。

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《駅設定のイメージ》

各駅列車

快速列車拠
点
駅

中
間
駅

拠
点
駅

中
間
駅

拠
点
駅

拠
点
駅

拠
点
駅

中
間
駅

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《快速列車のイメージ》

ちなみに都市内交通であるゆいレール
の既存区間（那覇空港駅－首里駅）にお
ける平均駅間は920ｍとなっています。
駅間が最も長い区間は、那覇空港駅－
赤嶺駅で1950ｍ、最も短い区間で、旭橋
駅－県庁前駅で580ｍとなっています。

13



意見の概要 意見への回答

（122）移動圏域人口の算出方法等何を示
しているのかわからないとする意見

（123）【県民会議共通意見】「60分で移動可
能な圏域内人口」で評価を行っている
が、説明がないと理解できない。

・鉄軌道の導入により、定時性や速達性が向上することによって、日々
の移動が楽になり、職業や学校の選択肢が拡大することが期待され
ます。

・鉄軌道の導入により、一定時間内に移動できる範囲がどの程度広
がったのか、その広がりの程度を把握するため、各拠点に本島各地
から30分又は60分内で公共交通で移動できる区域を確認し、その区
域内人口を計測しました。これが移動圏域内人口となります。

・評価対象市町村は、東西南北各地域における移動短縮効果を把握す
る観点から、那覇市、名護市、沖縄市、読谷村の４市村とし、当該市
町村までの移動に係る30分圏域、60分圏域内人口を算出しました。

・具体的には、上記４市町村の役場の最寄り鉄軌道駅または最寄りバ
ス停を出発地とし、本島各地域に向かって鉄軌道、バス、モノレール、
徒歩といった公共交通を単独又は乗り継いで移動する際の所要時間
をそれぞれ算出し、30分または60分で移動できる範囲(到達圏)を確
認して検討を行いました。

・その結果は、右表のとおりです。

<通勤・通学圏域の拡大効果>
・下記予測結果からは、各市町村まで60分で通勤・通学が可能な人口

(圏域内人口)は、鉄軌道導入により、いずれの案も増加し、那覇市ま
での60分圏域内人口は、沖縄本島の人口の約80%~90%にまで増加
することが確認されました。

・また、この結果から、当該市町村がルート上にある場合は、圏域拡大
効果が高いことがわかります。例えばＡ～Ｂ派生案の場合は、読谷村
が鉄軌道沿線上にあり、読谷村への移動時間が大幅に短縮されるこ
とから、県内各地から読谷村に30分又は60分内で移動可能な人口は、
大きく増加することになります。一方、当該ルート案の場合、沖縄市は、
鉄軌道沿線上にないため、沖縄市までの移動時間が大幅には短縮さ
れないことから、沖縄市まで30分又は60分内で移動可能な人口は、
読谷村に比べ、増加幅が小さい結果となっていることが確認できます。

・移動圏域図は次頁のとおりです。

名護市

読谷村

沖縄市

那覇市

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会
資料5-1参照)

《 30分(60分)圏域内人口の算出方法》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-1参照)《通勤・通学圏域の拡大効果》

《対象市町村》

回答９ 移動圏域人口をどのように算出し、その結果は何を表しているのか

14



意見の概要 意見への回答

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-1参照)《各市町村からの到達圏》

15



意見の概要 意見への回答

（124）地域間交流人口について、どの程度
増えていくのか知りたいとする意見

・鉄軌道が整備されると、沿線及びその周辺地域への速達性・定時性
が向上することにより、通勤・通学圏域が広がるとともに、これまで行
けなかった商業地や観光地等への移動が便利になり、各地域間の移
動が活発となることが期待されます。

・このような交流人口の増加は、地域の活性化に資するだけではなく、
経済・教育・文化等の機会を広げ、さらには県民どうしや県民と観光
客との相互理解、連帯につながる可能性があります。

・本検討では、鉄軌道導入による地域間の交流人口の増加の可能性を、
下記の2つにより確認しました。
①沖縄鉄軌道のように都心と郊外とを結び、その路線延長も同程度

の「つくばエクスプレス(TX)」の整備前後の地域間交流人口の変化
②県民や観光客への鉄軌道の利用意向調査

<①TXの整備前後の交流人口の変化>
・TXの整備前後で、

【東京(都心) ⇔つくば市(郊外)】 【TX沿線地域⇔つくば市】
との地域間移動について確認したところ、都心と郊外だけでなく、TX
沿線地域とつくば市とのいずれの場合も、双方向で地域間移動が増
加したことが確認できました

<②県民及び観光客へ鉄軌道の利用意向調査>
《県民》
・県民へのアンケートでは、鉄軌道の導入とあわあせて、フィーダー交

通の整備などの条件が整えば、通勤・通学、観光・レジャーで、約7割
の方が鉄軌道を利用すると回答しています。

・また、非日常買物、観光・レジャーで鉄軌道を利用する際には、現状で
は、主に地元内で移動しているが、他地域へも行きたいと回答してお
り、交通の充実により、行先変更が生じ、南部、中部、北部、各地域間
における移動が活発化されことが期待されます。

《観光客》
・また、観光客については、フィーダー交通などの条件が整えば、約8割

の方が鉄軌道を利用すると回答しております。さらに、鉄軌道が整備
された場合は、これまで以上により多くの観光地を訪問したいと回答し
ており、その場合の訪問地としては、南部だけでなく、北部や中部を含
め、県内各地域の観光地が選択されています。

・以上のようなTXでの事例及びアンケート調査結果から、那覇と名護を
1時間で結ぶ鉄軌道が導入された場合には、フィーダー交通などの条
件整備を併せて行うことで、県民・観光客の交通手段や行き先の選択
肢が広がり、北部・中部・南部の地域間移動の機会が増加し、南北間
の交流人口が増加する可能性があることが確認されました。

次頁は、アンケート調査結果の続き

東京23区
（TX沿線を除く）

つくば市

つくば市→東京23区(TX沿線区を除く) 東京23区(TX沿線区を除く)
→つくば市

2.6 

4.6 

0.4 
0.7 0.9 

1.5 1.4 
2.0 

0

1

2

3

4

5

6

H10 H20 H10 H20 H10 H20 H10 H20

通勤 通学 私事 業務

千トリップ／日

0.4 
1.0 

0.1 0.3 0.3 

1.2 
1.6 

1.3 

0

1

2

3

4

5

6

H10 H20 H10 H20 H10 H20 H10 H20

通勤 通学 私事 業務

千トリップ／日

4.3 

5.0 

0.3 0.3 

1.2 

3.5 

1.4 

2.4 

0

1

2

3

4

5

6

H10 H20 H10 H20 H10 H20 H10 H20

通勤 通学 私事 業務

千トリップ／日

2.8 

4.3 

1.1 

1.8 
2.3 

3.7 

1.7 

2.9 

0

1

2

3

4

5

6

H10 H20 H10 H20 H10 H20 H10 H20

通勤 通学 私事 業務

千トリップ／日

つくば市→TX沿線 TX沿線→つくば市

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会
資料6-1参照)

《TXの整備による地域間移動の変化》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-1参照)

《県民の鉄軌道の利用意向について》

沖縄鉄軌道計画案検討業務
(その3)(H29.3)における県民・
観光客アンケート調査より

那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が整備された場合、鉄軌道の利用可能性について目的別
（通勤・通学、買物等）で確認。

※トリップ：人がある目的を
もって、ある地点からある地
点へと移動する単位

回答10 地域間交流人口は、どの程度増えるのか
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意見の概要 意見への回答

47.9%
32.9%

26.0%
20.2%

21.8%
20.0%

17.7%
20.2%

19.0%
14.1%

17.4%
13.1%

14.5%
15.2%

17.1%
15.8%

15.0%
11.1%

12.9%
13.7%
13.4%
14.0%

13.1%
12.5%

11.4%
11.0%

12.3%
11.5%

9.3%
11.5%

1.7%
6.8%

2.3%
5.6%

1.9%
3.6%

5.7%
2.0%

2.2%
6.8%

2.9%
7.1%

5.3%
3.6%

1.4%
2.2%

2.6%
6.4%

4.4%
3.5%

2.4%
1.8%

1.8%
2.2%

2.5%
2.7%
0.6%

1.4%
3.5%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国際通り

海洋博公園（美ら海水族館）

首里城

オリオンビール工場

牧志公設市場

万座毛

やんばるの植物群落

ひめゆり平和祈念資料館

沖縄平和祈念公園

ブセナ海中公園

残波岬

ナゴパイナップルパーク

瀬底ビーチ

琉球村

沖縄アウトレットモールあしびなー

美浜アメリカンビレッジ

おきなわワールド文化王国・玉泉洞

ＯＫＩＮＡＷＡフルーツらんど

辺戸岬

今帰仁城跡

北谷公園サンセットビーチ

琉球ガラス村

真栄田岬

道の駅許田「やんばる物産センター」

美々ビーチいとまん

宜野湾海浜公園

斎場御嶽

波の上ビーチ

比地大滝

おもろまち

今後、訪問したい観光地

これまでの沖縄の交通の状況

では行こうと思わなかった観光
地で、鉄軌道ができたら行きた

いと思うところ

南部

中部

北部

47.3

27.6

14.3

15.3

13.4

39.2

22.6

26.0

50.6

42.5

16.5

36.6

30.2

46.3

35.1

42.1

70.1

24.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

南部 中部 北部

南
部

中
部

北
部

居
住
地

観光・レジャーでの行先

85.2

34.4

16.5

36.5

10.0

34.3

14.5

49.9

83.0

45.9

33.2

56.1

0.3

15.6

0.5

17.6

56.7

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

現在

鉄軌道が出来たら

南部 中部 北部

南
部

中
部

北
部

居
住
地

非日常買物での行先

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-1参照)

《県民等の観光・レジャー等における行き先の変化の可能性について》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-1参照)

《県民等の観光・レジャー等における行き先の変化の可能性について》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会
資料6-1参照)

《観光客の鉄軌道の利用意向について》

・条件が整えば、沖縄観光経験
者（670サンプル）の約８割が、
那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌
道が導入された場合、鉄軌道を
利用すると思うと回答。

・そのうち約６割が、鉄軌
道を利用することでより
多くの観光地を訪問する
と思うと回答。

7.1%
6.8%
6.8%

6.4%
5.7%

5.6%
5.3%

4.4%
4.3%

4.0%
3.6%
3.6%
3.5%
3.5%

3.2%
3.2%
3.1%

2.9%
2.8%

2.7%
2.6%
2.5%
2.5%
2.4%
2.4%
2.4%
2.3%
2.3%
2.2%
2.2%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0%

ナゴパイナップルパーク

海洋博公園（美ら海水族館）

ブセナ海中公園

ＯＫＩＮＡＷＡフルーツらんど

やんばるの植物群落

オリオンビール工場

瀬底ビーチ

辺戸岬

名護城公園

ＯＫＩＮＡＷＡゴーヤーパーク

万座毛

琉球村

今帰仁城跡

比地大滝

道の駅ゆいゆい国頭

慶佐次湾のヒルギ林

中城城跡

残波岬

ナゴパラダイス

宜野湾海浜公園

おきなわワールド文化王国・玉泉洞

ネオパークオキナワ

美々ビーチいとまん

勝連城跡

沖縄こどもの国

北谷公園サンセットビーチ

首里城

東南植物楽園

道の駅許田「やんばる物産センター」

美浜アメリカンビレッジ

図 「鉄軌道が整備された場合に行きたい
観光地」のベスト30

北部や中
部の観光
地が多い

南部、中部に
行きたい割合
が増加

南部、北部に
行きたい割合
が増加

中部、北部に
行きたい割合
が増加

南部：那覇市、糸満市、豊見城市、南城市、与那原町、南風原町、八重瀬町
中部：宜野湾市、浦添市、北中城村、中城村、西原町、嘉手納町、読谷村、北谷町、沖縄市、うるま市
北部：恩納村、宜野座村、金武町、名護市、今帰仁村、本部町、国頭村、大宜味村、東村
注：各回答者の移動頻度も考慮した「行先別移動回数」の構成比を示す

鉄軌道が導入された場合、「非日常の買物」や「観光・レジャー」の行き先に
ついて、居住地（北部・中部・南部）ごとに確認。

過去２年間に沖縄旅行の経験のある観光客を対象に、那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が整備さ
れた場合の鉄軌道の利用可能性について確認。

県外観光客に、これまでの沖縄の交通の状況では行こうと思わなかった観光地で、鉄軌道がで
きたら行きたいところについて確認。

沖縄鉄軌道計画案検討業
務(その3)(H29.3)における
県民・観光客アンケート調
査より

沖縄鉄軌道計画案検討業務(その3)(H29.3)における県民・観光客アンケート調査より

沖縄鉄軌道計画案検討業務(その3)(H29.3)における県民・観光客アンケート調査より
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意見の概要 意見への回答

（127）利用者数等の試算の前提条件となる
定住人口及び観光客数等について聞
きたいとする意見や駅が出来た後の
人口変動を踏まえた、他交通機関と
の連携も踏まえた予測を行うべきで
はないかとする意見

〈需要の予測手順について〉
・需要予測は、内閣府調査(※1)で構築された県民や観光客の交通行

動をあらわすモデルを用いています。

・当該需要予測モデルは、鉄道や道路など交通インフラの整備がある
場合に、どれだけの利用者が利用するか等を予測する手法として、一
般的によく利用される四段階推計法に基づいています。

・四段階推計法は、以下の段階を踏んで、交通需要を予測します。
【第１段階】

どれぐらいの人が、どこを出発するのか、どこに集まるのか、各
地域毎に、その発生又は集中する交通量を予測します。

【第２段階】
次に、各地域から出発した人が、どこに向かうのか、地域間の交
通量を予測します。

【第３段階】
第２段階で予測した、各地域間の交通量について、利用者それ
ぞれがバスや自家用車、鉄軌道、徒歩の中から、どの交通機関
を利用するかを交通機関別の所要時間や費用等のサービスレベ
ルを考慮して予測します。
(予測は、県民・観光客の現況の交通行動や仮想的な交通環境
下での利用意向をたずねるアンケート調査(※2)の結果に基づき
行います。)

【第４段階】
鉄軌道の複数路線がある場合は、第4段階では、鉄道を選択した
人が、複数路線の中からどの路線を選択するのかを予測するこ
とになりますが、沖縄鉄軌道は、既存路線が無いことから、第３
段階までの予測となっております。

（※1）平成27年度「沖縄における鉄軌道をはじめとする新たな公共交通
システム導入課題詳細調査」(内閣府)で構築されたモデル

（※2）平成18年度「沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査」(沖
縄県)やこれまでの内閣府調査等で実施された利用意向調査

次頁へつづく

中央区

千代田区さいたま市A市 B市

C市

渋谷川崎

鉄道 ２人／５人

自動車 １人／５人

バス １人／５人

徒歩 １人／５人

千代田区さいたま市

鉄道

自動車

バス

徒歩

A市 B市

中央区さいたま市 千代田区A市 B市 C市

第1段階 発生集中

第2段階 分布

渋谷川崎

鉄道 ２人／５人

自動車 １人／５人

バス １人／５人

徒歩 １人／５人

千代田区さいたま市 JR線

東京メトロ線

B市
A線

B線

A市

第3段階 機関分担

第4段階 経路配分

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《需要予測モデル》

回答11 需要予測では、人口や観光客数をどのように設定したのか、鉄軌道導入による人口変化も考慮したのか
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意見の概要 意見への回答

<需要予測で前提とした人口等について>
・人がどこを出発して、どこに集まるのかといった将来の交通量を予測

する場合は、どのエリアにどれぐらいの人が住んでいるのか、沖縄に
どれだけの観光客が来るのかといった人数の前提が必要となります。
（将来人口フレーム)

・本検討では、沖縄21世紀ビジョンの目標と同様、目標年次を平成42
年（2030年）と設定して、国立社会保障・人口問題研究所が推計した
平成42年の沖縄本島の将来人口（128.7万人）に、現況の市町村別
の夜間人口や各市町村における将来の開発プロジェクト等を考慮し、
各地域毎の将来夜間人口を設定しました。

・また、本県の入域観光客数については、ここ数年には1,000万人に届
く勢いで好調に推移しておりますが、交通計画の需要予測では、一般
的に過去の実績推移を用いることから、本検討では、過去10年間の
傾向から予測される1,000万人を平成42年の推計値として設定（県の
観光ロードマップに基づき、その内、本島入域観光客数は76.5％とし
て設定）し、利用者数等について予測を行ったところです。

・また、鉄軌道の導入による駅周辺への商業施設等の立地や交通機関
の充実等により、駅周辺への人口集積が起き、人口の分布が変わる
ことが想定され、併せて、鉄軌道の需要も増えるものと考えられます。

・そうした土地利用の変化を考慮した交通需要予測は、これまで多く研
究されておりますが、そうした予測手法では、場所を特定し、その地域
の状況を踏まえ、土地の地代や面積、床面積等様々な情報を収集し、
それをもとに予測を行う必要があり、調査や予測モデル構築には、時
間や費用を多く要することから、実務には適用できないのが現実です。

・そこで、本検討では、同一条件を設定し、複数のルート案の比較優位
性を確認することを中心に検討を行ったところです。

・なお、駅を中心としたまちづくりや他公共交通機関との連携は、需要を
安定的に確保していくために重要な取組であることから、「計画段階」
では、市町村や他公共交通事業者等と連携して、まちづくりのあり方
等について検討を行っていく必要があります。
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実績値（国勢調査） 推計値（人口研）

128.7万人

沖縄本島の将来人口（Ｈ４２）
１２８．７万人

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《沖縄本島の将来人口の予測》

推計値（過去10年間の伸びより）

県の目標値（H33）
・国内800万人・国外200万人
※平成24年第5次沖縄観光

振興基本計画

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《将来の入域観光客数の予測》
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意見の概要 意見への回答

（126）利用者数等の試算の前提条件となる
サービスレベル（運賃、運行本数、所
要時間、駅数、駅位置）について聞き
たいとする意見

・「構想段階」である本検討では、概ねのルートなど概略計画を検討す
る段階であり、具体的に現場の状況等を詳細に把握し、検討すること
が困難であることから、利用者数や所要時間、採算性等は、他事例を
参考に設定した駅数や、他公共交通機関との結節、人口密度などの
現在把握できる範囲内の情報に基づき、需要がより見込まれる箇所
を駅位置として仮に設定し、検討を行っています。

<駅位置、駅数について>
・駅は、経由する市町村ごとに1箇所は設定(拠点駅と呼ぶ)するものとし、

市街地が連担する地域や拠点駅間の距離が長い場合には、以下の
ように必要に応じて拠点駅の間に中間駅を設定しました。

《市街地》
・市街地が連坦する地域においては、地方都市(人口100万人以

上)の駅間距離を参考に、2~3kmに1箇所程度設定しました。
《郊外部等》

・郊外部などその他の地域においては、地方都市を有する都道府
県の郊外部の駅間距離を参考に、5~7kmに1箇所程度としました。

<運賃について>
・本来、運賃は、運行事業者が開業段階時点における様々な条件等を

踏まえて収支を試算した上で決定するものであり、開業直前にならな
いと決定されないものです。

・よって、「構想段階」である本検討では、収支検討の前提となる駅数や
システム等が定まっておらず、また運賃を決定する主体である運行事
業者も決定していないことから、既存鉄軌道の運賃を仮に設定し、各
案の比較優位性を中心に確認しました。

・鉄軌道の運賃については、現在運行されているゆいレールの運賃体
系を仮に設定し、検討を行いました。
また、併せて沖縄鉄軌道と路線延長が同規模であり、近年整備され、
鉄道の維持に要する費用（ランニングコスト）等が同程度と想定される
「つくばエクスプレス」の運賃体系も仮に設定したケースについても参
考として検討を行いました。(第6回計画検討委員会資料5-2参照)

・なお、普通運賃と定期等の取扱いについては、観光客及び県民の私
事・業務目的の利用者については、普通乗車券運賃を設定するもの
とし、県民の通勤・通学客は、日常的な利用であり、一般的に定期の
利用が想定されることから、3ヶ月定期券の価格として設定しました。
(3ヶ月定期件の価格は、ゆいレール並の割引率と同率を設定し試算
しています。)

次頁へつづく

資料：MYLINE東京時刻表、JTB時刻表
※東武鉄道は東京圏大手私鉄の代表的な運賃体系として参考のため掲載

ゆいレール(基本)

つくばエクスプレス
(参考)

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《駅設定のイメージ》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《鉄道事業者の運賃体系》

※車両は、ピーク時の利用者数等から、東京都交通局大江戸線や横浜市交通局
グリーンラインと同程度の規模の小型鉄道4両編成(1両:15m)として想定していま
すが、「計画段階」以降に具体的なシステムの選定と併せて、決定されます。

回答12 需要予測では、運賃等のサービスレベルをどのように設定したのか
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意見の概要 意見への回答

<運行本数について>
・実際の運行本数は、鉄軌道事業者が需要等に応じて設定することに

なり、一般的には、開業後の需要の変化に応じて、運行本数(ダイヤ)
の見直しが定期的に行われます。

・本検討の段階では鉄軌道事業者も決定していないことから、以下の仮
定に基づき、需要予測等を行いました。

《各停及び快速の設定》
・速達性の観点から、各駅列車に加えて、快速列車を設定し、快速

列車は、経由する市町村で各1箇所(複数ある場合には、最も利用
者数の多い駅)を快速停車駅として設定しました。

《運行本数》
・運行本数は、都市部はゆいレール並とし、郊外部では、都市部と郊

外部とを結ぶ他鉄道の事例を参考とし、人口密度等を踏まえ、都
市部の1/3程度を設定しました。

・また、他鉄道の事例から、上記運行本数の内、快速列車は、各区
間・各時間帯の1/3程度とし、残りの2/3程度は各駅列車として想
定しました。

<所要時間について>
・路線延長が60～70kmある那覇～名護を1時間で結ぶためには、表定

速度(停車時間を含んだ速度)として、60km/h以上が必要になり、他鉄
軌道の事例から、駅間距離と表定速度の関係性を確認すると、表定
速度60km/h以上を確保するためには、最高速度100km/h以上のシス
テムが必要であることが確認されました。

・よって、最高速度100-110km/hのシステムの既存事例から駅間毎に
以下のとおり所要時間を算出し、これを需要予測の条件として設定し
て、推計を行ったところです。

※所要時間算出（例）
例えば駅間5kmの場合、表定速度が57.5km/hと想定され、これで
5kmを通過する時間は、

5km÷57.5km/h×60分＝5.2分
と試算される。

・なお、実際の所要時間については、計画段階において、詳細なルート
及びシステムを決定した上で、システムの特性及びルートの曲線等を
考慮し、車両の加減速性能や曲線区間の制限速度等を踏まえ、算出
されることになります。

区間 運行本数(本／時)

都市部(中南部)
那覇～読谷／うるま

ピーク時 ： 各駅7本＋快速3本
オフピーク時 ： 各駅4本＋快速2本
(ゆいレール並の運行本数)

郊外部(北部)
読谷／うるま～名護

ピーク時 ： 各駅2本＋快速1本
オフピーク時 ： 各駅1本＋快速1本

各駅列車

快速列車拠
点
駅

中
間
駅

拠
点
駅

中
間
駅

拠
点
駅

拠
点
駅

拠
点
駅

中
間
駅

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)《快速列車のイメージ》

y=14.635ln(x)+33.978

(詳細は、第4回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-4,5参照)《駅間距離と表定速度の関係》

5

57.5
最高速度80-95km/hのシステム

最高速度100-110km/hのシステム

最高速度120-130km/hのシステム

拠
点
駅 中

間
駅

拠
点
駅

拠
点
駅

2km 2km 5km

2km 7km

表定速度：44.1km/h
所要時間：2.7分)

各駅列車

快速列車

所要時間：9.4分

所要時間：10.6分

《所要時間算出イメージ》

表定速度：44.1km/h
所要時間：2.7分)

表定速度：44.1km/h
所要時間：2.7分)

表定速度：62.5km/h
所要時間：6.7分)

表定速度：57.5km/h
所要時間：5.2分)

区間毎に表定速度を上記グラフから算出し、
区間距離の所要時間を試算しています。
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意見の概要 意見への回答

（128）鉄軌道や公共交通利用者（具体的な
内訳含む) の目的別内訳について聞
きたい、ルート毎の利用者数の違い
について知りたい、予測通りの需要を
見込めるのかとする意見

（129）利用者数について、ゆいレールと
いった他事例を参考に示してほしいと
する意見

・需要予測結果は、下表のようになります。

<公共交通利用者数について＞
・公共交通利用者数とは、鉄軌道及びゆいレール、乗合バス（観光バス

除く）の合計の利用者数のことを指します。

<鉄軌道利用者の属性について>
・需要予測モデルは、県民や観光客へ、「通勤、通学、私事、業
務を目的として、どれぐらいの頻度で、何処から何処に、どの
ような手段で、いくら、どの程度の時間をかけて移動している
(する)か」等についてのアンケート調査を行った上で、統計的
に整理し、その結果をもとに作られています。

通勤・通学 ：通勤先や学校を目的地とする移動
私 事 ：買物、食事、通院等の生活関連などの移動
業 務 ： 販売、配達、会議、作業など、仕事上の移動
帰 宅 ： 自宅を目的地とする移動

・予測結果によると、鉄軌道の県民の利用割合は約9割、観光客は
約1割で、県民利用者のうち、通勤利用者、通学利用者、私事・
業務利用者が約2割ずつ。残りの約4割は帰宅目的の利用者と
なっています。

次頁へつづく

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案 鉄軌道なし

公共交通利用者数（万人/日） 22.4 <21.8> 22.4 <21.7> 22.2 <21.7> 23.2 <22.6> 23.7 <22.8> 23.0 <22.4> 23.5 <22.8> 15.2

（うち駐留軍用地跡地におけ
る公共交通利用者数）

1.0 <1.1> 1.0 <1.1> 1.0 <1.1> 1.0 <1.1> 1.1 <1.1> 1.0 <1.0> 1.1 <1.1> 0.6

１．鉄軌道利用者数 6.4 <5.7> 6.5 <5.8> 6.3 <5.6> 7.2 <6.5> 7.7 <6.8> 7.1 <6.5> 7.6 <6.8> －

県民利用者数 5.7 <5.0> 5.9 <5.2> 5.7 <5.0> 6.6 <5.8> 7.0 <6.1> 6.6 <5.9> 7.0 <6.2> －

観光客利用者数 0.7 <0.7> 0.6 <0.6> 0.6 <0.6> 0.6 <0.7> 0.7 <0.7> 0.5 <0.6> 0.6 <0.6> －

２．ゆいレール利用者数 5.4 <5.5> 5.3 <5.4> 5.3 <5.5> 5.4 <5.5> 5.4 <5.5> 5.3 <5.4> 5.3 <5.4> 5.1

３．バス利用者数 10.6 <10.6> 10.6 <10.5> 10.6 <10.6> 10.6 <10.6> 10.6 <10.5> 10.6 <10.5> 10.6 <10.6> 10.1

①代表交通手段 9.2 <9.3> 9.2 <9.2> 9.2 <9.3> 9.1 <9.2> 9.0 <9.1> 9.0 <9.1> 9.0 <9.1> 9.6

②駅アクセス手段 1.4 <1.3> 1.4 <1.3> 1.4 <1.3> 1.5 <1.4> 1.6 <1.4> 1.6 <1.4> 1.6 <1.5> 0.5

公共交通への利用転換量（万人/日） 5.7 <5.2> 5.7 <5.2> 5.7 <5.2> 6.5 <5.9> 6.8 <6.2> 6.4 <5.8> 6.8 <6.2> －

《需要予測結果》 (詳細は、第6回計画第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)

※那覇市～宜野湾市は、国道58号ケース及び国道330号ケースがある。左側は国道330号ケース、右側< >は国道58号ケースを示している。

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

鉄
軌

道
利

用
者
数

（
万
人

／
日

）

通勤 通学 私事 業務 帰宅 観光

※国道330号ケースを示す。

《鉄軌道利用者の目的別割合》

回答13 利用者数の内訳はどうなっているのか、結果がルートによって大きく異なるのは何故か
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意見の概要 意見への回答

<経由地毎の需要の違いについて>
・本検討での需要予測結果から、経路の違いを定量的に示すことは困

難ですが、定性的には、以下のような場合、当該地域における鉄軌道
の利用者数は多くなる傾向にあります。
①夜間人口、従業人口、従学人口が駅周辺に集積している場合
②駅周辺に入込客数が多い施設が集積している場合
③駅へのアクセスにかかる時間・費用が少ない場合。
④自家用車移動に比べ、運賃が安い、所要時間が短い場合、

運行本数が多い場合

・上記から、ルートによる需要の違いの主な要因として、以下が考察さ
れます。

【うるま経由（C～D派生案）の需要が、読谷経由（A～B派生案）より大
きい理由】

・読谷や嘉手納よりも、沖縄市・うるま市が人口が集積しているため
（右図①）

【県民の需要について、国道330号経由が国道58号経由より大きい理
由】

・沿線両側に人口が集積している国道330号に比べて、海沿いを走る
国道58号は鉄軌道に取り込める人口が少ないため。（右図②）。

通勤目的発生量
（トリップ／ha／日）

①

A～B派生案

C～D派生案

通勤目的発生量
（トリップ／ha／日）

国道58号経由

国道330号経由

②

《需要予測結果・目的別発生量》
(詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)

うるま市

国道58号

国道330号

将来夜間人口(H42)
（人／ha）

将来夜間人口(H42)
（人／ha）
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意見の概要 意見への回答

【観光客の需要について、国道58号経由が国道330号経由より大きい
理由】

・国道58号沿いには、入込客数の多い沖縄コンベンションセンターや
浦添西海岸開発（将来計画）など、大型の集客施設が集積している
が、国道330号沿いにはこうした施設がないため。（右図③）。

【北谷経由（C派生案・D派生案）の需要が、北中城経由（C案・D案）より
大きい理由】

・北中城村には、大型商業施設が１施設あるものの、北谷町は北中城
村に比べ、人口が集積し、様々な商業施設が立地し入込客が多いう
え、嘉手納・読谷にもアクセスしやすく、西海岸地域の需要も取り込
めるため（右図④）

＜ゆいレールの需要予測と乗客数の推移について＞
・平成15年8月に開業したゆいレールの需要予測値と乗客数の推移は、

右図のようになっております。
・乗客数は、平成20年のリーマンショックや平成21年の新型インフルエ

ンザの流行、平成23年の東日本大震災等により、一時期伸び悩んだ
時期もあったものの、平成28年度は約4万7千人となっており、平成24
年度以降は需要予測値を上回り順調に推移しています。

通勤目的発生量
（トリップ／ha／日）

C派生
D派生案

C・D案

④

観光目的発生量
（トリップ／ha／日）

浦添西海岸開発

沖縄コンベンションセンター③
《需要予測結果・目的別発生量》

(詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討
委員会 資料5-2参照)

国道58号

国道330号

将来夜間人口(H42)
（人／ha）

0

10000

20000

30000

40000

50000

乗客数(統計ベース)

需要予測値

《ゆいレールの需要予測値と乗客数の推移》 (県都市計画・モノレール課資料より)

(人/日)
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意見の概要 意見への回答

（130）どの程度渋滞緩和するのか、渋滞に
よる具体的な効果を知りたい、どれぐ
らいの人が公共交通に転換するのか、
潜在需要を調査すべきとする意見

（131）【県民会議共通意見】自動車から公
共交通への転換量は、どのようにして
算出したのか

（132）自動車から公共交通への転換量は
どのように算出したのかわからないと
する意見

・本検討では、交通渋滞緩和効果を示す指標として、公共交通への利
用転換量について検討を行いました。

<公共交通への利用転換量について>
・需要予測は、アンケート調査等から県民や観光客の交通行動をモデ

ル化した内閣府調査の需要予測モデルを用いており、自動車・鉄軌
道・ゆいレール・バスについて、各出発地・目的地の組み合わせごと
に、所要時間や費用等を比較して、人がどのような交通手段を選ぶか
を推計します。

・本検討では、自動車から鉄軌道を含む公共交通への転換量は、6～7
万人／日程度と予測されました。これは、鉄軌道が導入されず、バス
とモノレールのみを想定した場合の自動車利用者数のうちの3%弱が
自動車から鉄軌道に利用を転換することを表します。

・交通渋滞は、道路の容量を超える自動車交通量の流入や、交通量の
多い交差点や路上駐停車等がボトルネックとなった場合などに発生
することから、各地点の道路の状態に左右され、一般利用者の感覚と
しての渋滞緩和効果を自動車交通の減少量のみで説明することは困
難です。

・そのため、本検討でお示しする予測結果は、一定の仮定に基づいたマ
クロな検証による自動車の所要時間となりますが、その結果によると
例えば、朝のピーク時に道路混雑のひどい中部地域の主要都市から
那覇までの自動車での所要時間は、鉄軌道の導入により3%程度短
縮されると予測されます。

・さらに、現在、既に、道路混雑緩和に向けて、国や県等においてバイ
パス道路等の新設や、ボトルネックとなっている交差点部の改良等の
道路整備が進められていることから、これら整備効果も合わせると、
更なる渋滞緩和が期待できるものと考えております。

・また、本検討でお示しした鉄軌道の利用者数等は、現況の公共交通
における行動パターンを基礎として試算されたものとなっていますが、
鉄軌道は、大量輸送が可能なシステムであることから、今後、フィー
ダー交通の効率化等も併せて公共交通を利用やすい環境を構築し、
さらに多くの方々に利用して頂けることになれば、渋滞緩和にも大きく
資するものと考えております。

・そのため、渋滞緩和に向けては、鉄軌道の導入と合わせて、駅周辺
のまちづくりや既存公共交通の利用環境の改善など、より多くの人が
快適に利用できる環境づくりを行うとともに、県民の皆様が利用転換し
ていただくための取組を併せて行っていくことが重要です。

A案 B案 B派生
案

C案 C派生
案

D案 D派生
案

鉄軌
道な
し

利
用
者
数

鉄軌道 6.4
<5.7>

6.5
<5.8>

6.3
<5.6>

7.2
<6.5>

7.7
<6.8>

7.1
<6.5>

7.6
<6.8>

－

ゆいレール 5.4
<5.5>

5.3
<5.4>

5.3
<5.5>

5.4
<5.5>

5.4
<5.5>

5.3
<5.4>

5.3
<5.4>

5.1

バス 10.6
<10.6>

10.6 
<10.5>

10.6 
<10.6>

10.6 
<10.6>

10.6 
<10.5>

10.6 
<10.5>

10.6 
<10.6>

10.1

公共交通への利用
転換量（万人/日）

5.7
<5.2>

5.7
<5.2>

5.7
<5.2>

6.5
<5.9>

6.8
<6.2>

6.4
<5.8>

6.8
<6.2>

－

《需要予測結果》 (詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2参照)

回答14 公共交通への利用転換量はどのように試算したのか、試算結果からどの程度の渋滞緩和効果が期待できるのか
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意見の概要 意見への回答

（133）まちづくりに対する具体的効果がわ
からないとする意見

・鉄軌道の導入は、交流人口の増加等、地域発展の起爆剤として期待
されるとともに、まちづくりにも寄与するものと考えられます。

・本検討では、観光客へのアンケート及び他事例から、公共交通の整
備がまちづくりに与えるインパクトについて、下記の３つの視点に基づ
き確認しました。

①観光まちづくり
②駐留軍用地跡地の活性化
③コンパクトなまちづくり

①観光まちづくりへの寄与
・観光客へのアンケートでは、鉄軌道が整備された場合は、フィー

ダー交通などの条件整備が整えば、これまで以上により多くの観
光地を訪問したいと回答しており、その場合の訪問地としては、南
部、中部、北部県内各地域の観光地が選択されており、観光客が
広域的に周遊観光を行うことが期待されます。

・このことから、鉄軌道の導入や駅から観光地までの2次交通の充
実等により、移動時間が短縮され、観光客が南部・中部・北部の観
光地を巡る広域的な周遊可能が可能となり、各観光地の魅力向上
が図られれば、入り込み観光客数の増加など、観光まちづくりへの
寄与が期待されます。

②駐留軍用地跡地の活性化
・駐留軍用地跡地の開発地区である那覇新都心地区や小禄金城地

区では、ゆいレール開業や市街地整備等により、駅周辺区内の人
口や雇用者数が増加しています。

・また、ゆいレールてだこ浦西駅周辺の未利用地では、インフラ整備
と併せて、駅周辺における企業誘致が取り組まれており、これらの
取組により、新規投資や大規模商業施設の進出が期待されていま
す。

・ このとから、鉄軌道の導入は、未利用地等において、駅周辺に新た
な開発需要等を生じさせる可能性があり、駐留軍用地跡地におい
て、住宅、商業・業務施設等の立地が実現した場合、人口増加や
雇用の創出など、一定の経済効果が見込まれ、駐留軍用地跡地
の活性化に寄与することが期待されます。

次頁につづく

回答15 まちづくりへの具体的効果について

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-1参照)

《県民等の観光・レジャー等における行き先の変化の可能性について》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-1参照)

《観光客の鉄軌道の利用意向について》

・条件が整えば、沖縄観光経験者（670サン

プル）の約８割が、那覇と名護を１時間で
結ぶ鉄軌道が導入された場合、鉄軌道を
利用すると思うと回答。

・そのうち約６割が、鉄軌道を利用することでより
多くの観光地を訪問すると思うと回答。

7.1%
6.8%
6.8%

6.4%
5.7%

5.6%
5.3%

4.4%
4.3%

4.0%
3.6%
3.6%
3.5%
3.5%

3.2%
3.2%
3.1%

2.9%
2.8%

2.7%
2.6%
2.5%
2.5%
2.4%
2.4%
2.4%
2.3%
2.3%
2.2%
2.2%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0%

ナゴパイナップルパーク

海洋博公園（美ら海水族館）

ブセナ海中公園

ＯＫＩＮＡＷＡフルーツらんど

やんばるの植物群落

オリオンビール工場

瀬底ビーチ

辺戸岬

名護城公園

ＯＫＩＮＡＷＡゴーヤーパーク

万座毛

琉球村

今帰仁城跡

比地大滝

道の駅ゆいゆい国頭

慶佐次湾のヒルギ林

中城城跡

残波岬

ナゴパラダイス

宜野湾海浜公園

おきなわワールド文化王国・玉泉洞

ネオパークオキナワ

美々ビーチいとまん

勝連城跡

沖縄こどもの国

北谷公園サンセットビーチ

首里城

東南植物楽園

道の駅許田「やんばる物産センター」

美浜アメリカンビレッジ

「鉄軌道が整備された場合に行きたい観光地」のベスト30

北部や中
部の観光
地が多い

過去２年間に沖縄旅行の経験のある観光客を対象に、那覇と名護を１時間で結ぶ鉄軌道が整備さ
れた場合の鉄軌道の利用可能性について確認。

県外観光客に、これまでの沖縄の交通の状況では行こうと思わなかった観光地で、鉄軌道がで
きたら行きたいところについて確認。

北部地域

中部地域

南部地域

これまでの沖縄の交通
状況では行こうとは思わ
なかった観光地で、鉄軌
道ができたら行きたいと
思うところ
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意見の概要 意見への回答

③コンパクトなまちづくりの支援
・人口減少、郊外型大型店舗の進出による核店舗の撤退等による

中心市街地の衰退が課題となっていた日向市では、駅周辺の基
盤整備と併せて、商業活性化、街なか居住支援等の取組を一体的
に推進することで、スーパーの開業や駅周辺へマンション等の建
設など民間投資が増え、定住人口が増加しております。

・また、沖縄都市モノレール沿線での再開発事業や民間投資等によ
り、駅周辺への新築建築物の立地集積、沿線地域での人口集積
が確認されております。

・さらに、県民へのアンケートでは、65%程度の人が鉄軌道ができた
場合に、「駅から自宅までの移動が楽にできる地域での生活」をし
たいという意向も示しております。

・このことから、鉄軌道の導入とあわせて、既成市街地などにおいて、
駅周辺及び沿線地域の居住環境の改善や土地利用の高度化によ
る公共施設、商業・業務施設など都市機能の集積促進等を行うこ
とで、駅を中心とした市街地の再整備や無秩序な市街地の抑制、
中心市街地の活性化など市町村のコンパクトなまちづくりへの寄
与が期待されます。

3,060 32倍 93倍
億円 億円／年 億円／年 人 人

1,153 14倍 29倍
億円 億円／年 億円／年 人 人

15,560

159 4,636

参考・雇用者人数

返還前 返還後 倍率

168

小禄金城地区

108.8ha

活動による直接経済効果

倍率返還後返還前

1,634

489

52

34

整備による
直接経済効果

返還後

那覇新都心地区

214.0ha

《那覇新都心地区、小禄
金城地区の人口変化》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道
計画検討委員会 資料6-3参照)

《那覇新都心地区、小禄
金城地区の経済波及効果》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道
計画検討委員会 資料6-3参照)

※整備による直接経済効果→ ・返還後の施設・基盤整備（投資）による効果（公共・民間含む）
※活動による直接経済効果→ ・返還前：地代、軍雇用者所得、米軍等への財、サービスの提供額、基地周辺整備等、基地交付金

・返還後：卸・小売業、飲食業、サービス業、製造業の売上高、不動産(土地、住宅、事務所、店舗)賃貸額
出典：駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果等に関する検討調査(概要版)＜平成27年1月 沖縄県＞

《てだこ浦西駅周辺における駅周辺の新たなまちづくり》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-3参照)

出典：分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン策定事業 報告書(概要版)＜平成28年3月 浦添市＞※イメージ図除く

《日向市(宮崎県)のコンパクトなまちづくり》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-3参照)
○日向市駅整備前後の駅前広場

出典：国土交通省ＨＰ

《沿線地域への居住意向の確認》

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-3参照)
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全体

現在、モノレール沿線に住んでいる

過去にモノレール沿線に住んでいた

現在も過去も、モノレール沿線に住んだことはない

できるだけ早くそのような生活をしてみたい

いずれはそのような生活をしてみたい

特にそのような生活をしたいとは思わない N

2105

448

124

1534

駅から自宅までの移動が楽にできる地域に住み、主な場所に鉄軌道と徒歩で移動できるような生活

「駅近くに住む生活」をしたいという意向は、モノレール沿線に住んでい
る人（住んでいた人）の意向が比較的高い。
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意見の概要 意見への回答

（134）採算性の算出方法、経費の内訳等
が知りたいとする意見

・「構想段階」である本検討では、概ねのルートなど概略計画を検討す
る段階であり、具体的に現場の状況等を詳細に把握し、検討すること
が困難であることから、利用者数や所要時間、採算性等は、他事例を
参考に設定した駅数や、他公共交通機関との結節、人口密度などの
現在把握できる範囲内の情報に基づき、需要がより見込まれる箇所
を駅位置として仮に設定し、検討を行いました。

・採算性分析では、上記仮定のもと算出した鉄軌道利用者の運賃収入
に、広告収入等の運輸雑収入を加えた収入全体から、人件費等の運
行経費、車両費購入等に伴う借入金の金利や固定資産税等を含めた
支出を差し引きし、事業者の保有資金の過不足から、累積資金収支
黒字転換年(事業者の資金不足が解消される年次)を確認しました。

□損益収入
<旅客運賃収入>

・鉄軌道利用者が支払う運賃収入のことで、需要予測による乗車運賃
の総和で算出しています。

・この場合、県民の通勤・通学客は3ヶ月定期運賃とし、それ以外の観
光客及び県民の私事・業務目的の利用者は普通乗車券運賃として
想定しました。

・なお、運賃収入は、利用者数のみならず、利用区間も影響すること
から、利用者が多く、利用区間が長い場合は、収入が多くなることに
なリます。

<運輸雑収入＞
・車内広告等に伴う収入のことで、沖縄都市モノレール(株)の平成24

年実績から、旅客運賃収入の6.2％と仮定して、算出しています。

・なお、一般的には、毎年の資金余裕分に対する預金の利子や毎年の
赤字額に対する運営費への補助金が収入に計上されますが、本検討
では、事業者単独で健全な経営が可能か確認するという観点から、見
込んでいません。

■損益支出
<人件費>
・鉄軌道を運行するための線路等の保守等や本社職員の人件費につ

いては、要員数は、東京臨海高速鉄道や東葉高速鉄道等の既存都
市鉄道6事業者の平成24年平均値を基に算出し、人件費単価につ
いては、沖縄都市モノレール(株)の平成24年実績を用いています。

次頁へつづく

項目 概要

損
益
収
支

損
益
収
入

旅客運賃収入 利用者が支払う運賃による収入

運輸雑収入 広告収入等、旅客運賃収入以外の収入

預入金利子 毎年の資金余裕分に対する預金の利子

運営費補助金 毎年の赤字額に対する補助金

損
益
支
出

人件費 運転手や駅職員、線路保守、電路保守、本社の総務、営業
等職員の人件費

経費 運転費：動力費等の経費 運輸費：駅構内設備等の経費
保守等：線路・電路等の保守に係る経費
その他：上記以外の経費

建設利子 建設費に充てる長期借入金に対する利子

租税公課 線路等施設・車両等の資産に対する固定資産税

一時借入金利子 毎年の資金不足分に対する一時借入金の金利

減価償却費 線路等の施設及び車両等の資産に対する償却費用

法人税等 法人の所得に対する税

【損益収支】
○一般企業の損益計算（毎年の利益または損

失額の計算）にあたるもの。

【資金収支】
○保有する資金が不足していないかどうかを

確認するもの。

累積資金収支黒字転換年の確認
（資金不足が解消される年次）

旅客運賃収入
運輸雑収入
預入金利子
運営費補助金
その他収入

損 益 収 入

人件費
経費
建設費利子
租税公課
一時借入金利子
その他支出

損 益 支 出

減価償却前損益

減価償却費

減価償却後損益

損益収支(税引後損益)

法人税等

補助金
借入金

建設費、車両費
設備更新費
建設利息
償還金

資 金 収 入 資 金 支 出

資金過不足及びその累計

+

-

《損益収支の項目》 (詳細は、第6回計画第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

《収支計算の算出方法》 (詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

回答16 採算性分析では、経費等をどのように見込んで算出したのか
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意見の概要 意見への回答

・また、運転手等の要員数については、沖縄鉄軌道では利用者数等
からワンマン運転を想定していることから、既存都市鉄道のうち、ワ
ンマン運転を行っている首都圏新都市鉄道及び名古屋臨海高速鉄
道の平均値を設定しています。

・駅職員等の運輸に係る要員数については、駅の利用者数等の規模
の影響を受けることから、市街地部は、既存都市鉄道6事業者の平
成24年平均値を基に算出しますが、北部は乗車人員が少ないため、
既存モノレール・新交通システム事業者の平成24年平均値を基に
設定しています。

<経費>
・動力費等の運転費、線路・電路等の保守等経費、その他経費は、人

件費と同様、既存都市鉄道6事業者の平成24年平均値を基に算出
しています。

・駅規模に影響を受ける駅構内設備等の運輸費については、中南部
は6事業者の平成24年平均値にて、北部は乗車人員が少ないため、
既存モノレール・新交通システム事業者の平成24年平均値にて設
定しています。

・なお、保守等に係る人件費及び経費については、塩害対策等に要す
る経費として、1割増としています。

・その他経費は以下のとおり
・建設費利子利率：長期プライムレートの10年平均
・一時借入金利率：短期プライムレートの10年平均
・租税公課（固定資産税）税率：1.4%

※地下トンネルは非課税
（現行課税制度に基づく）

・減価償却費：土地は償却なし、土木・施設・その他資産は定額法
により計算

・法人税：事業者が沖縄県那覇市に所在すると仮定し、現行の法
定実効税率29.92%を想定

■資金支出
・建設利息利率：長期プライムレートの10年平均
・建設費償還金：元金均等償還、償還期間20年（うち据置期間5年）

■累積資金収支
・償却前損益（損益収支で計算）－法人税－資金支出により当期資金

収支を計算し、その事業開始以降の累積が累積資金収支になります。
・累積収支黒字転換年とは、この累積資金収支がその時点以降は赤字

になることがない年次を指します。

項目 単位 原単位 算出根拠

要員原単位

本社 %対現業部門 23.1 既存都市鉄道6事業者平均

運輸（中南部） 人／駅 8.5 既存都市鉄道6事業者平均

運輸（北部） 人／駅 3.1 既存モノレール・新交通平均

運転等 人／百万列車キロ 27.9 首都圏新都市鉄道と名古屋臨海高
速鉄道の平均

保守等 人／百万車両キロ 3.8 既存都市鉄道6事業者平均
×1.1（塩害を考慮）

人件費単価 千円／人 3,908 沖縄都市モノレール(株)

経費原単位

保守等 円／百万車両キロ 97.5 既存都市鉄道6事業者平均
×1.1（塩害を考慮）

運転費 円／百万車両キロ 38.0 既存都市鉄道6事業者平均

運輸費（中南部） 千円／駅 48,907 既存都市鉄道6事業者平均

運輸費（北部） 千円／駅 22,515 既存モノレール・新交通平均

その他 円／百万車両キロ 38.1 既存都市鉄道6事業者平均

《人件費・経費の原単位》
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意見の概要 意見への回答

（135）上下分離方式と上下一体方式につい
て、違いがわからない、何が違うのか、
何故黒字転換しないのかわからない
とする意見

・上下一体方式とは、鉄軌道事業者が、鉄軌道が走行する高架橋や地
下トンネルなどの構造物、電気・設備等の施設を整備・保有し、車両
の保有や運行までを行う方式のことです。

・一方、上下分離方式とは、施設の整備・保有を鉄軌道事業者とは別の
主体が行い、鉄軌道事業者は、車両の保有と運行のみを行う方式の
ことです。九州新幹線などの場合、線路等は公共（国や地方自治体）
が全額負担し、事業者は車両を保有して、運行のみを実施しており、
これにより、鉄道事業者は、初期投資を低く抑えることが可能となり
ます。

・沖縄の場合、市街地が形成された中への導入となることから、整備に
は膨大な事業費を要することになります。そのため、本検討では、一
般的な上下一体方式と併せて、全国新幹線鉄道整備法を参考とした
上下分離方式の２つのケースを想定して、採算性分析を行いました。

・想定した整備スキームは以下のとおりです。

《上下一体方式の場合》
・上下一体方式の場合は、鉄軌道整備の代表的な助成制度を参考に、

施設整備費の1/3は、鉄軌道事業者が負担し、整備に要した費用と
運行に要する経費を運賃収入で賄うことが可能か試算しました。

・その結果、例えば、施設整備費の最も安価なA案(330号ケース)にお
いても、50億円／年の収入に対して、建設利子だけでも26億円／年
（開業後10年間平均）にのぼり、単年度収支は92億円／年もの赤字
（開業後40年間平均）となりました。

《上下分離方式の場合》
・上下分離方式については、整備新幹線の整備スキームを参考に鉄

軌道事業者は、建設費に係る負担は無く、車両費の購入のみを負
担するといった、初期投資の負担が小さくなるケースを想定しました。

・上記想定に基づき採算性分析を行った結果、建設費の償還および
利払いがなくなるため、収入の多いC案・C派生案であれば、国道58
号・330号の経路によらず、開業40年以内に黒字転換が可能との結
果が得られました。

・なお、整備新幹線の場合、鉄道事業者は、貸付料に加え、固定資産
税実費相当額を負担しておりますが、本検討では、貸付料は課され
ず、固定資産税のみを計上すると想定して検討を行ったことから、そ
の点について留意する必要があります。

上下一体方式

上下分離方式

・整備・保有主体（公共）
○施設の整備・保有

・鉄軌道事業者
○営業（運行）
○施設の整備・保有
○車両の保有

・鉄軌道事業者
○営業（運行）
○車両の保有
※建設にかかる初期投資の
負担が小さくなる。

※施設の整備・保有とは鉄軌道が走行する高架橋等の構造物、電気・設備を整備し、保有すること。
※上下分離では、車両保有および保守は事業者が行うものと決められているわけではないが、これらは安
全に関わることから、事業者が行う例が多い。本検討でも事業者が行うと想定。

《事業方式の想定》 (詳細は、第6回計画第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

回答17 上下分離方式と上下一体方式はどう違うのか
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意見の概要 意見への回答

（136）採算性の試算結果はどうなっている
のか、正確に評価したのか、どうして
こんなに黒字転換しないのかわから
ない、ルートによって何故、結果に大
きな差が生じるのかわからないとする
意見

・採算性分析で確認している累積収支黒字転換年とは、鉄軌道事業者
の毎年の収入・支出の差が累積した結果で、事業者の資金がその時
点以降は赤字になることがない年次を指します。

<収入> <支出>
・旅客運賃収入 ・人件費・経費
・運輸雑収入 ・固定資産税相当額(運行事業者負担想定)

・車両購入費償還金、利子等

・県民から寄せられた
①Ａ案とＣ案とで、採算性が大きく異なる理由
②利用者数が類似しているＣ案とＤ案とで、採算性が異なる理由
③国道58号と国道330号で、採算性が大きく異なる理由

の疑問について、以下に説明します。

<A案とC案の違いについて>
・開業後～40年目までの収入と支出の関係を見ると、A案は収入を支

出が上回っていますが、C案は収入を支出が下回っています。そのた
め、Ｃ案は開業後1年目から累積資金収支が黒字転換しますが、Ａ案
は支出と収入のバランスが取れないため、経営状況が厳しい状況が
続くことになります。

・しかし、いずれのルートでも、開業後の経過年数にしたがい、支出の
固定資産税相当額が施設の減価償却とともに減少するため、A案の
収入が支出を上回るようになるため、収支が改善し、開業後84年目に
は累積資金収支が黒字に転換することになります。

<C案とD案の違いについて>
・国道330号ケースの場合、C案とD案は県民利用がそれぞれ6.6万人

であるのに対し、観光客利用はC案0.6万人、D案0.5万人と差があり
ます。利用区間が長く、普通運賃で利用すると想定している観光客の
運賃が収入には影響し、C案がD案に比べやや大きくなっています。

・また、支出は、路線延長の長いD案の方がC案よりも高く、開業後41
年～80年目の支出は減少するものの、D案の方が収益が小さくなり、
累積資金収支黒字転換年の差として現れてきます。

<国道58号・国道330号ケースの違いについて>
・国道330号ケースの鉄軌道利用者に比較して、国道58号ケースはい

ずれのルート案も鉄軌道利用者が0.6万～0.9万人少なく、それにあ
わせて収入も小さい状況となっております。

・一方で、支出については、国道58号ケースは、国道330号に比べ、路
線延長が1km程度長いため、経費等が多く、国道330号に比べ、収入
と経費の差が小さいことから、採算性が悪くなっております。

《資金収支の内訳》

※那覇～宜野湾区間は、国道330号ケースと国道58号ケースがあるが、グラフは、国道330号ケース。
収入：開業後年次によって変化しないと想定。
支出(40)：開業後～40年目までの支出の平均値

※短期借入金を除く

※グラフは、国道330号ケース。
収入：開業後年次によって変化しないと想定。
支出(40)：開業後～40年目までの支出の平均値
支出(80)：開業後41～80年目までの支出の平均値

※支出(40)：開業後～40年目までの支出の平均値

《Ａ案とＣ案の比較》

《国道58号と国道330号の比較(C案)》

開業後～40年目平均の

支出が収入を上回るが、
41~80年目平均の支出
は、収入を下回り、84年

では累積資金収支が黒
字転換します。

しかし、施設の大規模改
修・更新等を考慮すると、
再度支出が増加すること
も想定されます。

開業後～40年

目平均の支出
は収入を下回っ
ており、さらに
41~80年目平均

の支出は減少す
るため、利益は
大きくなります。

<利用者数>
330号ケース：7.2万人/日
58号ケース：6.5万人/日

・利用者数は、国道330号
ケースが国道58号ケースに
比べ0.7万人/日多いため、
収入が多くなります。

<路線長>
330号ケース：65km
58号ケース：66km

・路線長は58号ケースが
国道330号ケースに比べ、
1km程度長く、経費等が高
くなります。

回答18 黒字転換年がルートによって大きく異なるのは何故か
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意見の概要 意見への回答

（137）費用対効果の算出方法・計測項目が
わかりづらい、Co2削減効果や経済効
果がどの程度あるのか、聞きたいとす
る意見

・本検討における費用便益分析においては、鉄道評価マニュアルで示
された評価すべき効果項目のうち、現在までに貨幣換算手法がほぼ
確立されている右図に示した効果（網掛け部分）を計測対象として便
益を計測しました。

・便益の内訳としては、

となっております。

・また、所要時間短縮効果等で用いられる時間価値の貨幣換算の手法
としては、以下の2つの方法が考えられるため、本検討では両方につ
いて試算しています。
・選好接近法：時間の節約を獲得するために犠牲にしてもよい金額と

節約時間との関係を、現実の交通行動やアンケート等
から分析し、県民等の時間価値を推定する方法

・所得接近法：節約される時間分を労働時間へと充当させた場合に、
得られる所得の増分として、労働賃金から県民等の時
間価値を推定する方法。

・その他、本県において現在、課題なっている定時性の確保等について
は、鉄軌道導入により、大きく向上することが期待されますが、本検討
では、定時性向上効果等の計測は行っておりません。

・計画段階以降は、これらのまだ試算されていない項目、特にオプショ
ン効果、代位効果、土地利用促進効果についても、定量化の可能性
の検討と併せ、定量化できない効果を定性的に示していくことなど、導
入効果について幅広く検討していく必要があります。

代替交通手段と比較した場合の所要時間の短縮効果

代替交通手段と比較した場合の移動費用の縮減効果

バス・自動車等の道路利用交通と比較した場合の定時性向上効果

主に自動車利用と比較した場合の疲労度軽減・運転から解放されることによる自
由度の向上

鉄道事業者の収益

競合事業者の収益

自動車交通の削減による走行時間短縮及び走行経費減少効果

自動車交通の削減による交通事故減少効果

自動車交通の削減による環境改善効果

異常気象時における道路通行規制時の代替経路確保効果

いつでも利用できる安心感・期待感

誰でも利用できることで、送迎等の心理的な負担を回避できることによる満足感

地域の知名度向上、地域住民の誇らしさ等に対する満足感

市街地や地域拠点と連絡されたインフラが存在することによる安心感や満足感

後生に引き継ぐ資産ができることによる満足感

鉄道等が運行している風景を見ることによる満足感

中心市街地の活性化、観光産業の発展

沿線土地利用の高度化、沿線住民、企業の増加

利用者への効果・影響

供給者への効果・影響

社会全体への効果・影響

所要時間短縮効果

費用縮減効果

移動時間の定時性向上効果

移動の快適性向上効果

当該事業者収益

競合事業者収益

道路交通混雑緩和効果

道路交通事故削減効果

環境(NOx,CO2)改善効果

災害時の代替経路確保効果

存在効果

遺贈効果

オプション効果

代位効果

イメージアップ効果

地域連携効果

間接利用効果

波及効果
経済効果

土地利用促進効果

その他効果

《費用便益分析における本検討での計測項目》

(詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

単位：億円（単年度） A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

利用者便益
・所要時間短縮便益
・費用縮減効果便益
・道路混雑緩和便益

所得接近法 182<163> 172<155> 172<157> 200<181> 211<189> 190<175> 205<186>

選好接近法 137<124> 126<114> 127<119> 146<135> 154<139> 137<129> 148<136>

供
給
者
便
益

当該事業者収益(営業主体) 15 <11> 12  <9> 12  <8> 22 <18> 23 <19> 19 <16> 21 <18）

当該事業者収益(保有主体) -14<-14> -16<-16> -16<-16> -11<-11> -12<-12> -13<-12> -14<-14>

競合事業者収益 3  <3> 2  <3> 2  <3> 3  <3> 3  <3> 2  <3> 2  <3>

計 4  <1> -1 <-4> -1 <-4> 13 <10> 13 <10> 9  <6> 10  <7>

環
境
改
善
便
益

CO₂排出量削減便益 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1>

NOx排出量削減便益 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1>

交通事故削減便益 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1>

計 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1> 0.1<0.1>

便益計
所得接近法 186<164> 171<150> 171<153> 213<191> 225<199> 199<181> 214<192>

選好接近法 140<125> 124<110> 126<114> 160<145> 168<150> 146<135> 158<142>

《単年度便益の結果》 (詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

利用者便益 所要時間短縮効果、費用縮減効果、道路混雑緩和効果

供給者便益 当該事業者収益、競合事業者収益

環境改善便益 CO2及びNOX排出量削減便益、交通事故削減便益

回答19 費用便益分析は、何をどのように計測しているのか、経済効果はどの程度あるのか
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意見の概要 意見への回答

（138）工事費とその算出根拠について聞き
たい、本当にこの費用で大丈夫なの
か、ルートによって大きく異なる理由
について聞きたいとする意見

（139）工事費は、ゆいレールと同程度なの
か、工事費比較があるとわかりやす
いとする意見

・「構想段階」における本検討では、概ねのルートなど概略計画を検討
する段階であり、各ルート案の比較優位性を確認することを中心とし
た検討を行うこととしております。

・そのため、具体的に現場の状況等を詳細に把握し、検討することが困
難であることから、地形図から現段階で把握できる範囲で各ルート案
毎に安価と考えられる構造を想定し、費目別に、右下表のとおり、高
架やトンネルといった各構造区間の延長や用地面積等に、それぞれ
他鉄道等の工事実績等をもとに設定した工事等単価を掛け合わせて
概算事業費を算出しました。(右上表)

・単価設定にあたっては、物騰換算を考慮し、既存路線の工事単価を
国土交通省の建設工事費デフレーターを用いて、平成26年度価格に
補正しました。

・工事費は、構造によって差が生じ、高架橋の工事費単価を１とした場
合、地下トンネルは約1.4倍、山岳トンネルは約0.7倍となることから、
市街地部が概ね地下トンネル区間となるＣ案～Ｄ派生案は、地下トン
ネル区間がこれらルート案に比べ比較的短く、道路の拡幅なしで、高
架橋を整備できる区間の長いＡ～Ｂ派生案に比べ、工事費が高くなっ
ております。

・なお、「計画段階」以降では、本計画検討で絞り込まれた案について、
現場の状況等を詳細に把握した上で、具体的ルートや構造等を経済
性含め環境面等様々な観点から検討を行っていくこととしていること
から、事業費は変動が生じるものと想定されます。

・現時点で考えうる主な変動要因は、以下のとおりです。
<事業費が上がる可能性>
・地表10m以深での地下トンネルの施工にあたっては、琉球石灰岩に

よる影響はほとんど無いものと想定しているが、深い層に琉球石灰岩
が存在する区域が確認された場合は、補助工法に要する経費が新た
に必要となり、その規模によっては影響を与える可能性があります。

<事業費が下がる可能性>
・跡地活用の場合、施工上の制約が少ないため、建設費の低減の可能

性があります。
・地下トンネル区間においてSENS工法(※1)を採用できれば、本検討

で想定しているシールド工法に比較して事業費の低減が期待できま
す。

・また、ゆいレールとは、構造導入空間も異なるため、単純には比較で
きませんが、事業費対するkmあたり単価を比較すると、ゆいレール場
合、84億円/km（※2)に対して、鉄軌道の場合、83億円～92億円/km
となっております。

(※1)SENS工法：平成25年度の内閣府調査によれば、シールド工法の工事費
を26%程度低減できるとされています。

(※2)ゆいレールの既存区間（那覇空港駅－首里駅）における全体事業費：1,100億円
（建設キロ：13.1km kmあたり単価＝1,100億円／13.1km＝84億円/km）
（全体事業費には、RC支柱、鋼柱、RC軌道桁、鋼桁、中空床版橋、駅舎、自由通路、分岐器、

車両、運営基地、電力設備、電力及び弱電線路設備、信号保安設備、列車無線設備、駅務
機器設備、駅掲示板、可動安全柵設備、運行設備管理システムが全体事業費に含まれる)

種別 概要 単価設定の考え方

一
般
部
（
駅
間
）

地
上

高架
地上部を導入空間とする区間の
構造形式で、桁式構造を想定

近年施工された普通鉄道（つくばエクスプレス）の施工実績を
もとに小型鉄道の断面比を考慮し単価を設定

盛土
地上部を導入空間とする区間の
構造形式で盛土補強土壁を想定

標準断面を想定し積算により単価を設定

ト
ン
ネ
ル

地下 シールド工法を想定
複数の鉄道の施工実績をもとに、小型鉄道の断面比を考慮し
単価を設定

山岳 ＮＡＴＭ工法を想定
複数の鉄道の施工実績をもとに、小型鉄道の断面比を考慮し
単価を設定

駅
部

高架駅
一般部が高架の区間に設置され
る駅

近年施工された普通鉄道(つくばエクスプレス)の施工実績をも
とに、小型鉄道の断面比を考慮し単価を設定

地下駅
一般部が地下の区間に設置され
る駅

複数の鉄道の施工実績をもとに、小型鉄道の断面比を考慮し
単価を設定

用地補償費
導入空間の土地買収費、建物補
償費、区分地上権設定費等

・用地費については地価公示価格をもとに算出 （区分地上権
設定費は用地費の30%とする）
・建物補償費については、県内の道路事業に係る補償実績か
ら単価を設定

設
備

建設設備費 駅舎の建築内装費、建築設備費 小型鉄道の施工実績をもとに単価設定

軌道 軌道設備 小型鉄道の施工実績をもとに単価設定

機械設備費
空調・換気・排煙設備、昇降機設
備等

小型鉄道の施工実績をもとに土木費に対する割合で設定
※土木費：一般部(駅間)、駅部の合計

電気設備費
変電所設備、電力線設備、信号
通信設備

小型鉄道の施工実績をもとに土木費に対する割合で設定
※土木費：一般部(駅間)、駅部の合計

車両費 車両（予備車両も含む） 小型鉄道の実績をもとに単価を設定

車庫費
車庫の土木関連、諸建物、機械
設備等

小型鉄道の施工実績をもとに単価設定

総経費 工事付帯及び管理費
小型鉄道の施工実績をもとに直接工事費に対する割合で設
定

《単価設定の考え方》 (詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-4参照)

回答20 事業費は、どのように算出したのか、またルートによって結果が大きく異なるのは何故か、またゆいレールとの比較について

《概算事業費の算出結果》 (詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-4参照)
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意見の概要 意見への回答

（140）工期はどの程度か、いつ完成するの
か聞きたい、本当にこの工期で完成
するのか、米軍との協議の取扱い等、
工期の算出方法について聞きたいと
する意見

・「構想段階」における本検討では、概ねのルートなど概略計画を検討
する段階であり、具体的に現場の状況等を詳細に把握し、検討するこ
とが困難であることから、地形図から現段階で把握できる範囲で各

ルート案毎に安価と考えられる構造を想定し、それをもとに、既存の
都市鉄道等の施工に要した期間、施工スピードを用いて事業期間に
ついて概算しました。(右上表)

・事業期間は、具体的には、一般的に現場着手と言われる用地買収→
土木工事→軌道・電気・建築工事→開業準備までの期間について算
出しております。

・用地買収期間については、工事期間が長期となるため、基本的には
その期間内に買収し、事業期間には影響を与えないと考えられます
が、最初に土木工事を開始する箇所については、着手前に用地買収
を済ませておく必要があることから、土木工事開始までの用地買収期
間については、既存の都市鉄道等の実績を参考に、全ルートとも1.5
年と設定しています。

・工事期間に最も影響を与えるのは、掘削を行うための立坑及び坑口
が、駅部や山岳の出入口に限られてしまう地下又は山岳トンネル工
事です。

・そのため、本検討では、地下または山岳トンネルのうち、工事にもっと
も期間を要する区間を確認し、その延長を他鉄道等のトンネル工事か
ら算出した施工スピードで除して、建設期間を設定しました。

・なお、「計画段階」以降では、本計画検討で絞り込まれた案について、
現場の状況等を詳細に把握した上で、経済性や環境等の観点から、
具体的ルートや構造等と併せ施工方法等についても検討を行っていく
ことから、建設技術の進展等も含め、事業期間には変動が生じるもの
と想定されます。

種　別 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

事前調査、測量、
地質調査、概略設計

鉄道事業認可

都市計画決定

環境アセスメント

各種協議

詳細設計

工事施行認可

用地買収、
区分地上権設定

土木工事
（最長工区）

軌道・電気・
建築工事

開業準備

事前調査・準備期間

開

業

事業期間として算出した範囲《事業期間の算出方法》
(詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-4参照)

回答21 工期はどのように算出したのか

※那覇ー宜野湾間の構造を
踏まえた名称を記載

A案 B案
B派生
案

C案
C派生
案

D案
D派生
案

・330号地下ケース

13年 12年 13年 15年 15年 15年 15年
・58号地下ケース

《事業期間の算出結果》 (詳細は、第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-4参照)
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意見の概要 意見への回答

（141）鉄軌道とは何を指すのか ・鉄軌道の計画案づくりでは、沖縄21世紀ビジョン等に基づき沖縄本島
を縦断し、骨格性、速達性、定時性等の機能を備えたシステム（骨格
軸）について、検討を行っています。

・これまでの検討において、沖縄21世紀ビジョンで示された将来の姿の
実現及び陸上交通の現状の課題解決の観点から、骨格軸について
は、

・那覇と名護間60～70ｋｍを1時間で結ぶスピード
・小型鉄道程度の輸送力

を備えたシステムが求められました。

・那覇～名護間の延長60～70kmを1時間で結ぶためには、駅での停
車時間等を考慮すると、既存鉄軌道等の事例から、最高速度
100km/h以上のシステムが求められることがわかり、そのスピードを
確保するためには、道路で自動車と併走しない専用軌道を有するシス
テムである必要があります。

・現在、国内外で運用されている専用軌道を有するシステムには、鉄道
（普通鉄道、小型鉄道）、モノレールやＡＧＴといった新交通システム、
ＬＲＴ等があり、本検討では、これらを鉄軌道として、検討を行っており
ます。

・なお、これら専用軌道を有するシステムのうち、具体的にどのシステム
を選定するかについては、次の「計画段階」において、「構想段階」で
絞り込まれたルート案について、現場の状況(地盤・地形、用地、動植
物や景観、騒音等の環境影響等）や沖縄の気象、経済性等も踏まえ
ながら、幅広く検討を行っていく必要があります。

次頁は、各システムの特徴

・路線延長60～70kmを想定した沖縄鉄軌道において、表定速度60km/hをクリアするには、
100km/h以上の最高速度を持つシステムが必要。
・最高速度80～95km/hのシステムの場合、駅間距離が15km以上となり、起終点間に3駅
の配置となるため、利便性が極めて低い。

《骨格軸に求められるシステム》 (詳細は、第4回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-4)

回答22 鉄軌道とは何を指すのか

(詳細は、第4回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-4参照)《骨格軸に求められるスピード》

最高速度80-95km/hのシステム

最高速度100-110km/hのシステム

最高速度120-130km/hのシステム
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意見の概要 意見への回答

《各システムの特徴》 (詳細は、第4回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-4参照)
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意見の概要 意見への回答

（142）是非実現してほしい、できるだけ早く
整備(着工)してほしいとする意見

（143）鉄道が無いのは沖縄だけ、本土と同
じように整備してほしいとする意見

（144）必要性を感じない、必要ないのでは
ないか？必要あるのか？とする意見

（145）鉄軌道は必要無い、要らないとする
意見

（146）事業費や工期が多く・長くかかるなら、
採算性が厳しいのなら、環境等に影
響が生じるので要らないのではない
かとする意見

（147）道路整備又はバスの利便性向上・充
実を図ることで足りる、まずは、道路
整備、バスの利便性を向上させること
が重要ではないか、モノレールや既
存バス等既存ストックの活用で十分と
する意見

（148）鉄軌道は実現可能性がないのではな
いか、事業規模等から実現は厳しい
のではないかとする意見

（149）小さな沖縄に必要無いのではないか、
鉄道ができたらもっと狭くなるのでは
ないかとする意見

（150）モノレールの延伸で十分ではないか
とする意見

・本検討は、５つのステップに分けて段階的に検討を進めております。

・沖縄21世紀ビジョンで示された沖縄の将来の姿の実現や陸上交通の
現状の課題解決の観点から、

・県土の均衡ある発展
・中南部都市圏の交通渋滞緩和
・県民及び観光客の移動利便性の向上
・世界水準の観光リゾート地の形成

等が課題として確認され、その解決に向けて検討を進めているところ
です。

・鉄軌道の計画案づくりでは、これまでの検討において、
・将来の姿の実現及び現状の課題解決にあたっては、何らかの対策

を講じることは必要であること
・将来の姿の実現等にあたり、県民等の様々なニーズに対応していく

ためには、現在進めている既存公共交通の利用環境改善に向けた
取組と併せて、那覇と名護を1時間で結ぶ骨格軸とフィーダー交通
が連携する利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けて検
討を進める必要があること

が確認され、これに基づき鉄軌道のルート案について検討を行ってお
ります。

・「構想段階」である本検討では、これら課題解決の観点から、幅広に
複数のルート案を設定し、各ルート案の比較優位性を確認することを
中心に概略的な検討を行い、次の「計画段階」で詳細・具体的な検討
を行うためのルート案を選んでいくこととしております。

・そのため、事業の実施の可否については、「計画段階」において、本
検討絞られた案について、詳細・具体的に検討を行い、整備計画と併
せて、事業の効果・影響について正確に評価した上で、判断すること
が重要です。

・「計画段階」では、費用対効果を含め、県民から寄せられた意見等も
踏まえ、総合的観点から検討を行う必要があります。

《各段階における検討事項》 (詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料3参照)

事業を実施するか
の判断

回答23 整備の可否はいつ、どのように判断されるのか

37



意見の概要 意見への回答

（162）那覇～糸満と同様、恩納～名護につ
いても区間で評価すべきではないか、
那覇～糸満だけ区間で見るのは公平
性に欠けるとする意見

（164）【市町村会議意見】今回、南部への
延伸区間については、採算性の低
下を招くということで除外されている。
各ルート案は骨格軸全体で評価する
のに対し、延伸の可否については、延
伸部分のみで評価して判断するのは
公平性に欠けるのではないか。

（165）【関係機関等意見交換会意見】)延
伸に伴う赤字は骨格軸に吸収（全体
としての評価）してもよいのではない
か。

（166）起終点は、何故、那覇と名護となって
いるのか

・ルート案の検討にあたっては、沖縄21世紀ビジョンで描く将来の姿の
実現やステップ２で整理された陸上交通の現状の課題解決等の観点
から求められる「那覇と北部圏域の中心都市である名護を1時間で結
ぶ公共交通軸の構築による圏域間連携の強化」等(右上図参照）の
「公共交通の役割」を踏まえるとともに、県民から意見が寄せられた、
公共交通が持続的に役割を果たしていくために重要となる採算性に
ついても考慮しながら検討を行っております。

・具体的には、「公共交通の役割」を踏まえ、以下の手順で検討を行い
ました。

①那覇と名護間を結ぶルート案を複数検討
②複数ルートごとに支線としてフィーダー交通を検討
③フィーダー交通の需要等を踏まえ、起終点（延伸等）を検討

・延伸等の検討にあたっては、骨格軸が安定的・持続的に高いサービ
ス水準を維持し、公共交通の役割が持続的に果たされるための採算
性の確保が重要な視点となるため、骨格軸の採算性の低下を招くこと
なく、強化につながるかという観点から、延伸等区間の採算性につい
て検討を行いました。

・骨格軸を導入した場合の、骨格軸と地域を結ぶフィーダー交通需要は、
右下図の通りとなり、いずれの区間もピーク時で、2,000人/時以下と
なります。

・これは、一般的には路線バスで対応可能と言われる水準であります
が、その中でも需要の多い、那覇～糸満、那覇～与那原区間の延伸
について、延伸の可否について検討を行ったところ、延伸した場合に
は、駅数の増加及び駅勢圏の拡大により、鉄軌道利用者は糸満延伸
で、1.0万人/日、与那原延伸で0.8万人/日増加するものの、いずれの
区間も支出に見合った収入は見込めず、那覇～名護間を結ぶ骨格軸
の採算性の低下を招くとの結果が得られました。

・そのため、ルート案については、那覇と名護を起終点として、検討を進
めることとしたところです。

・しかし、今後、公共交通の利用環境改善等による利用促進が図られ、
県民のライフスタイルが変化し、公共交通の需要が増加することも考
えられることから、将来的には、鉄軌道の延伸等について、公共交通
の利用状況や地域のニーズ等を踏まえ、検討していく必要があると考
えております。

・なお、沖縄の将来の姿の実現等にあたっては、鉄軌道の導入のみな
らず、併せてフィーダー交通が連携する利便性の高い公共交通ネット
ワークの構築を図ることが重要であることから、今後は、関係市町村
や交通事業者等と連携しながら、地域の交通課題やニーズ等を踏ま
えフィーダー交通の充実について検討を行っていく必要があります。

回答24 起終点はなぜ、那覇と名護となっているのか（延伸のみでなく、骨格軸全体で評価すべきではないか）

《公共交通の役割を
踏まえた対策案の
検討視点》

（第４回 沖縄鉄軌道計画
検討委員会 資料4-1より)

2,000人／時

《フィーダー交通需要（C派生案の場合）》
（詳細は、第６回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料８参照)

《交通システムごとの輸送力と
運行コストの関係》

（詳細は、第６回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料８参照)

延伸なし 糸満延伸 与那原延伸

鉄軌道利用者数（万人／日）
※( )は延伸なしケースからの増加分計

7.7 8.7 (＋1.0) 8.5 (＋0.8)

上記のうち、延伸区間の利用者数
（万人／日）

－ 2.2 1.4

《延伸した場合の需要予測結果（C派生案の場合）》 （詳細は、第６回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料８参照)

糸満延伸区間 与那原延伸区間

上下一体 上下分離 上下一体 上下分離

延長（km） 11 9

概算事業費（億円） 1250 1150

単年度収支（億円／年）
※40年平均

収入 10 10 7 7

支出 28 16 26 14

減価償却費 8 1 8 1

税引後損益 -27 -7 -28 -8

累積資金収支黒字転換年 発散 発散 発散 発散

《延伸区間単独の採算性（C派生案の場合）》 （詳細は、第６回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料８参照)
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意見の概要 意見への回答

（63）コスト縮減や用地確保等の観点から、国道58
号といった既設道路（高速道路を除く）を活用
が良いのではとする意見

（64）コスト縮減や用地確保等の観点から、高速道
路の活用、高速道路沿いへの導入を求める意
見

（65）コスト縮減や用地確保、車窓からの眺め等の
観点から高架構造による整備、道路への高架
構造による導入を求める意見

（66）【県民会議共通意見】観光の面で、魅力的な鉄
軌道づくりが必要である。観光客に目で楽しん
でもらう区間など検討した方がよい。

(67）用地確保、有事や自然災害への対応、景観、
気象等の観点から地下構造、既存道路への地
下構造による整備を求める意見

（68）車窓からの眺め、コストや不発弾、安全面等の
観点から地下構造は良くない、懸念される、で
きるだけ地下区間を短くしてほしいとする意見

（69）コスト縮減や景観、交通弱者等の利便性の観
点等から、地平構造が良いとする意見

（70）【関係機関等意見交換会意見】那覇～糸満間
は、道路を拡幅しているが、それを考慮して地
平に設置すれば、コスト削減できるのではない
か。

（71）【関係機関等意見交換会意見】LRTでも専用軌
道であれば、時速60～65kmで営業している事
業者もおり、この場合、地平構造でも、那覇～
瑞慶覧あたりまでの約25kmを20分前後で結
ぶことができる。線路構造の在り方も柔軟に検
討してほしい。

（72）踏切は避けた方が良い、踏切による渋滞、事
故等の観点から踏切のある構造（地平構造）は
やめた方が良いとする意見

（73）用地確保等の観点から軍用地跡地の活用、軍
用地の返還又は一部使用を求める意見

（74）観光振興の観点、用地確保、自動車交通への
影響等の観点から海上への導入を求める意見

（75）道路の車線減少は避けてほしい、自動車交通
への影響が生じるような導入は避けてほしいと
する意見

・「構想段階」である本検討では、地形図から現段階で把握できる範囲
で各ルート案毎に安価と考えられる構造を想定しています。

・市街地部については、専用用地の確保にあたり、費用と時間が多くか
かることが予想されることから、道路空間への導入を基本に検討を行
いました。

・その検討にあたっては、地下トンネルに比べ安価な高架構造での道
路内の中央帯への導入を基本とし、道路拡幅を伴う場合は、用地補
償費が多額となることも想定されることから、地下トンネル構造との比
較検討を行い、費用の低い方を想定しました。

・その結果、市街地部の宜野湾～読谷（嘉手納飛行場と接する区間除
く）以外の区間は、地下トンネルを想定したところです。

・また、郊外部については、市街地に比べ事業用地が確保しやすいと考
えられることから、速達性、事業費低減等の観点から、可能な限り短
絡的・直線的に結ぶため、専用用地を確保することを基本とし、山岳
部については山岳トンネル、その他平地部等については高架構造とし
て、想定しました。

・沖縄鉄軌道については、中南部地域の市街地が形成された中への導
入であることや速達性が求められていることから、市街地部は道路空
間、郊外部は専用用地への導入を基本に構造の検討を行っていくも
のと考えますが、具体的な構造については、「計画段階」以降、「構想
段階」で絞り込まれたルート案について、システムの特性(最小曲線半
径や最急勾配等)や騒音、動植物、景観、地盤・地形、用地確保や自
動車交通への影響等を踏まえ、具体的ルートと構造について、総合的
に検討していく必要があります。

回答25 今後、構造については、コスト縮減、用地確保、自然災害や不発弾への対応、自動車交通への影響、車窓からの眺め、構造物設置による
景観への影響等の観点から、どのように検討を行っていくのか、配慮可能なのか。

地下トンネル

高架構造

山岳トンネル・高架構造

嘉手納飛行場
と接する区間

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料4-2参照)≪構造の想定≫

市街地部の構造想定 郊外部の構造想定
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意見の概要 意見への回答

（76）利用者が本当に見込めるか不安、観
光客を今後も維持できるのか、安定
的に需要を確保できるのか心配とす
る意見

（77）需要増にむけ、利用促進等に向けた
取組等を求める意見

・本検討では、需要予測の目標年次を沖縄21世紀ビジョンの目標と同
様、平成42年（2030年）と設定して、将来人口は、国立社会保障・人
口問題研究所の推計値（沖縄本島 128.7万人）を用いております。

・また、本県の入域観光客数については、ここ数年には1,000万人に届
く勢いで好調に推移しておりますが、交通計画の需要予測では、一般
的に過去の実績推移を用いることから、本検討では、過去10年間の
傾向から予測される1,000万人（内、本島入域観光客数は沖縄県観光
ロードマップに基づき76.5％と設定）を設定し、需要予測を行いました。

・上記条件により推計された需要予測結果に基づき採算性について試
算した場合、一部のルート案については、都市鉄道で事業実施の目
安となっている30～40年内での黒字転換が可能との結果が得られて
おります。

・しかし、例えば、需要が10%減になった場合には、いずれのルート案も、
30～40年内での黒字転換は困難との結果が得られております。

・鉄軌道は速達性・定時性が高く、大量輸送が可能なシステムであり、
利便性は高いものの、建設・維持に多額の費用を要し、需要を安定か
つ多く確保する必要があることから、鉄軌道事業者の経営努力はもち
ろん、行政や地域住民が連携して、地域全体で利用者を増加させる
取組を行っていくことが重要となっております。

・より安定した需要を確保するためには、鉄軌道の導入と併せて、駅周
辺のまちづくりや既存公共交通の利用環境の改善など、より多くの人
が快適に利用できる環境づくりが重要です。（次頁参照）

・その中でも現況でも取組が可能な既存公共交通の利用環境改善につ
いては、既に取組を進めており、
・交通弱者を含む全ての利用者の乗降性に優れたノンステップバスの

導入
・バスの複雑な系統を色でわかりやすく整理する系統別カラーリング

の導入
・バスの定時速達性の向上を図るためのバスレーンの延長
等に取り組んでおります。

・なお、これら取組の必要性や事例等については、まちづくりの主体で
ある市町村と情報共有を図ってきたところであり、今後も引き続き、
公共交通の利用環境改善に向けた取組を着実に実施するとともに、
駅を中心としたまちづくりやその他利用促進に向けた取組については
計画段階以降、市町村や事業者、県民等と連携して取り組んでいく必
要があります。

次頁は、駅周辺のまちづくりや公共交通の利用環境の改善事例

ベースケース
(県民128.7万人＋観光客1000万人) ベースケース需要(利用者数)の-10%想定

≪開業後の累積資金収支の推移の需要による変化≫
(詳細は、第6回計画第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

≪鉄軌道整備の利用促進のための主な取組≫
(詳細は、第6回計画第6回沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料9参照)

回答26 需要を安定的に確保することは可能か
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意見の概要 意見への回答

《利用促進のための主な取組》

<魅力的な駅づくり>
・駅や駅周辺は、まちの顔となることから、地域の歴史・文化などを踏ま

えた、魅力的な駅づくりを図ることで、人が集い、憩い、語らう場となる
ことが期待されます。

<駅周辺の商業等の活性化>
・鉄軌道と駅に隣接する商店街・中心市街地などとの連携により、人と

人との交流促進など地域の活性化が期待されます。

<駅周辺の乗り継ぎ利便性等の向上>
・駅周辺でのパーク＆ライド駐車場やバスベイ・タクシーベイ等を備えた

駅前広場の設置等により、自動車やバス、自転車での駅への結節性、
アクセス性が向上し、徒歩圏だけでなく、鉄軌道を利用できる人や地
域が広がることが期待されます。

<既存公共交通等の利便性の向上>
・主要なフィーダー交通であるバスの定時性の改善を図るバスレーンの

設置や利用しやすいバス停の整備、他交通機関との乗り継ぎ運賃割
引の設定、わかりやすい情報提供等により、公共交通全体のサービ
ス水準の向上が図られ、高齢者など交通弱者の利用促進、利用者の
満足度向上が期待されます。

<公共交通利用の意識醸成>
・小学生など子供を対象としたバス利用促進のための取組、バスの利

用改善状況等の情報提供等、より公共交通を利用するライフスタイル
への転換に向けた意識醸成をはかることで、過度な自動車利用から
公共交通利用への転換が期待されます。

整備前 整備後 ・小倉駅では、北九州モノレールを約400
m 延伸し、JR 小倉駅と連結させるとと
もに、駅前にバスターミナルやペデスト
リアンデッキを整備

・その結果、モノレール、JR 小倉駅の乗
降客数や、周辺の歩行者数が増加し、
街のにぎわいにも寄与。

<駅周辺の乗り継ぎ利便性等の向上の事例
>

・県では、既存バスの利便性の向上を図
るためバスレーンの設置や利用しやす
いバス停の整備、ICカードの導入、わ
かりやすい情報提供等により、公共交
通のサービス水準の向上に向けて関係
者とともに取り組んでいる。

<既存公共交通等の利便性向上の事例>

<公共交通利用の意識醸成の事例>

・県では、小学生など子供を対象とした
バス利用促進のための取組、バスの
利用改善状況等の情報提供など、よ
り公共交通を利用するライフスタイル
への転換に向けた意識醸成を図る取
り組みを行っている。

整備前 整備後

・みなとみらい線では、「地域に愛さ
れその街の財産となる個性とアメニ
ティあふれる駅づくり」をテーマに
周辺の街や建築物との連続性及び一
体性を考慮し、3駅をデザインした。

・日向市駅の周辺では、駅を中心に基盤
整備、商業活性化、街なか居住支援等
の取組が一体的に推進されたことによ
り、住居、商業、交流機能が集積し、公
共交通機関による中心市街地へのアク
セス利便性が向上

・これら取組の結果
・歩行者・自転車交通が約1.5倍
・市民企画のイベント数が約1.8倍
・集客数約7.3倍

<魅力的な駅づくりの事例>

<駅周辺の商業等の活性化の事例>
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意見の概要 意見への回答

（78）需要が多く確保でき、採算性の確保
が可能なものにしてほしい、黒字転
換が可能なルートにしてほしい、維持
してほしいとする意見

(79）【関係機関等意見交換会意見】公共
交通の使命は、安全輸送を確保し、
低廉な料金で定時性の高いサービス
を長期的に提供することであり、その
ためには採算性の確保が重要である。

（80）主要都市といった人口の多い都市、
集客施設が集積するところ等、需要
が見込まれる地域、ポテンシャルの
高い地域に通してほしいとする意見

（81）赤字でも導入してほしい、沖縄の場合、
赤字は仕方ない、赤字でも社会インフ
ラとして、福祉政策として整備してほし
いとする意見

（82）採算は取れないのではないか、採算
は取れない、厳しいとする意見

（83）採算性が心配、県民の負担とならな
いか、県民の負担増とならないかを
懸念する意見

(84）【関係機関等意見交換会意見】採算
性の観点から、行政による財政支援、
まちづくり等の利用環境整備等の支
援は重要である。

（85）採算性を確保するためには、上下分
離方式で整備すべき、上下分離方式
で対応すべきとする意見

・鉄軌道の計画案づくりにあたっては、沖縄21世紀ビジョンで示された
沖縄の将来の姿の実現等の観点から求められる「那覇と北部圏域の
中心都市である名護を１時間で結ぶ公共交通軸の構築による圏域間
連携の強化」や「移動利便性の向上」など、公共交通の役割を踏まえ
るととともに、多くの県民から意見が寄せられた、公共交通が持続的
に役割を果たすために重要となる採算性についても考慮しながら検討
を進めております。

・鉄軌道は速達性が高く大量輸送が可能な利便性の高いシステムであ
りますが、建設・維持に多額の費用を要するため、維持するためには、
多くの需要を安定的に確保する必要があります。

・本検討では、沖縄鉄軌道が市街地への導入となり、整備には膨大な
事業費を要することから、採算性分析にあたっては、上下一体方式と
上下分離方式の2ケースの整備手法を想定して、検討を行いました。

・整備費用の1/3を鉄軌道事業者が負担すると想定した上下一体方式
では、初期投資が大きく、いずれのルート案も採算が取れないとの結
果が得られました。

・一方、整備新幹線の整備スキームを想定した上下分離方式では、鉄
軌道事業者の初期投資を低く抑えられることから、ルート案によって
は、事業実施の目役となる30～40年以内の黒字転換が可能との結果
が得られました。

・県では、沖縄鉄軌道の持続的な運営を可能とする観点から、整備新
幹線法を参考とした特例的な制度の創設が必要と考えており、国に当
該制度の創設を求めているところです。

・そのため、本検討で想定した上下分離方式の整備スキームによる採
算性分析結果については、今後、特例制度創設に向けた国との調整
が必要であること、さらに、整備新幹線では、鉄軌道事業者は、施設
の貸付料に加え、固定資産税実費相当額を負担しておりますが、本
検討では、貸付料は課されず、固定資産税のみを計上すると想定して
検討を行ったことから、これら点について留意する必要があります。

・持続可能な鉄軌道を導入するためには、採算性の確保は必要不可欠
であることから、計画案の選定にあたっては、この点も踏まえ、総合的
観点から、より良い案を選定することが重要です。

・また、計画段階以降は、選定された案について、まちづくりや既存公共
交通との連携等を踏まえ、駅位置等の検討を行うと共に、市町村等と
連携して、利用促進に向け駅周辺のまちづくりや公共交通の利用環
境改善等に取り組んでいくことが重要です。

回答27 採算は本当に取れるのか、後々県民の負担とならないのか

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)≪事業方式の想定≫

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)≪参考：施設整備の助成制度≫
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意見の概要 意見への回答

（86）便益の高い方が良い、費用対効果を
考慮して検討すべきとの意見

（87）B/Cが１を下回るようであれば、事業
をやめるべきではないか、費用にみ
あった効果・利益が得られるか疑問、
懸念されるとする意見

（88）バス・モノレール、タクシー業者、沖縄
自動車道、道の駅など、既存の交通
事業者の経営への影響を懸念する、
共存の観点から既存交通事業者との
連携を求める意見

（89）B/Cの数値のみの評価ではなく、社
会インフラとしての機能、効果を踏ま
え考えるべきではないかという意見

・事業から得られる便益を投資した費用で除した費用便益比（B/C）は、
事業実施の可否の判断を行う材料の一つとして用いられ、その場合
は、可能な限り正確に評価することが求められます。

・しかし、「構想段階」である本検討では、便益や費用の前提条件となる
駅数や駅位置、構造、システム等が定まっていないことから、便益と
費用を個別に評価し、費用便益比については参考としてお示ししたと
ころです。

・本検討では、鉄道評価マニュアルで示された評価すべき効果項目のう
ち、現在までに貨幣換算手法がほぼ確立されている右図に示した効
果（網掛け部分）について便益を計測したところですが、鉄軌道導入に
あたっては、定時性向上による効果など、本検討で計測した項目以外
にも多くの効果が期待されます。

・また、便益の内訳としては今回計測した便益は、大きく分けると以下の

となっており、便益を高めるためには、利用者数をより多く確保すると
ともに、他公共交通機関との連携も図り、交通全体にとって効果の高
い事業とする必要があります。

・計画案の選定にあたっては、これら視点も踏まえ、需要の確保、既存
公共交通機関との連携等含めた総合的観点から、 より良い案を選定
することが重要です。

・また、計画段階以降は、選定された案について、需要確保等の観点
から、駅位置、まちづくりや他公共交通機関との連携のあり方等につ
いて市町村や事業者等と連携して検討を行うとともに、本検討で試算
されていない鉄軌道導入により想定されるその他効果や、コスト縮減
策等について、幅広く検討を行い、費用に見合った多くの効果が得ら
れるよう取り組んでいくことが重要です。

代替交通手段と比較した場合の所要時間の短縮効果

代替交通手段と比較した場合の移動費用の縮減効果

バス・自動車等の道路利用交通と比較した場合の定時性向上効果

主に自動車利用と比較した場合の疲労度軽減・運転から解放されることによる自
由度の向上

鉄道事業者の収益

競合事業者の収益

自動車交通の削減による走行時間短縮及び走行経費減少効果

自動車交通の削減による交通事故減少効果

自動車交通の削減による環境改善効果

異常気象時における道路通行規制時の代替経路確保効果

いつでも利用できる安心感・期待感

誰でも利用できることで、送迎等の心理的な負担を回避できることによる満足感

地域の知名度向上、地域住民の誇らしさ等に対する満足感

市街地や地域拠点と連絡されたインフラが存在することによる安心感や満足感

後生に引き継ぐ資産ができることによる満足感

鉄道等が運行している風景を見ることによる満足感

中心市街地の活性化、観光産業の発展

沿線土地利用の高度化、沿線住民、企業の増加

利用者への効果・影響

供給者への効果・影響

社会全体への効果・影響

所要時間短縮効果

費用縮減効果

移動時間の定時性向上効果

移動の快適性向上効果

当該事業者収益

競合事業者収益

道路交通混雑緩和効果

道路交通事故削減効果

環境(NOx,CO2)改善効果

災害時の代替経路確保効果

存在効果

遺贈効果

オプション効果

代位効果

イメージアップ効果

地域連携効果

間接利用効果

波及効果
経済効果

土地利用促進効果

その他効果

利用者便益 所要時間短縮効果、費用縮減効果、道路混雑緩和効果

供給者便益 当該事業者収益、競合事業者収益

環境改善便益 CO2及びNOX排出量削減便益、交通事故削減便益

回答28 費用に見合った効果は得られるのか、効果を上げるため、既存交通事業者とも連携を図る必要があるのではないか

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-3参照)

≪費用便益分析における本検討での計測項目≫
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意見の概要 意見への回答

（90）早期完成、安価で整備できるルートに
してほしいとする意見

（91）事業費が高い、工期が長いとする意
見、もっと増えるのでは、財源が心配
とする意見

（92）コスト縮減を求める意見、工期短縮を
求める意見

（93）塩害に考慮したルートを求める意見、
ランニングコストの低減、塩害対策等
も含めたランニングにも留意した検討
等を求める意見

・「構想段階」における本検討では、ルートも一定の幅を持っており、具
体的に現場の状況等を詳細に把握し、検討することが困難であること
から、地形図から現段階で把握できる範囲で各ルート案毎に安価と考
えられる構造を想定し、それをもとに、地下トンネルや高架橋等の施
工実績があるつくばエクスプレス等の工事単価等を用いて事業費の
概算を行いました。

・そのため、事業費等については、「計画段階」以降の詳細検討の際に
変動することが想定されますが、沖縄鉄軌道は、路線長が60～70km
と長大であるため、大規模事業となります。

・そのため、コスト縮減に向けた取組は不可欠と考えており、「計画段
階」以降は、本検討で絞り込まれた案について、現場の状況等を詳細
に把握し、システムや具体的ルート、構造等の検討を進めていく中で、
環境影響低減等と併せて、イニシャル及びランニングコストの縮減・工
事の効率化等の観点も含め幅広く検討を行っていく必要があります。

・なお、コスト縮減にあたっては、駐留軍用地跡地の活用や、地下トンネ
ル工事へのSENS工法の適用の可能性等、最新の技術開発動向等も
踏まえながら、幅広く検討を行っていく必要があります。

・基本ルートの路線延長の約４割が地下構造となっており、コストを縮減するには、地下工事
費を抑えることが重要となる。

・都市部や軟弱地盤で地下トンネルを構築する場合、安全性と施工性に優れたシールド工法
注2)を採用することが多いが、コストが割高になるという短所がある。

・コスト高の主な要因は、トンネル空間の地盤の安定を保つためにセグメント（既製鉄筋コンク
リート）を用いるためである。セグメントは工場製作品であるため、材料費以外に工場製作
費（人件費＋工場管理経費）と運搬費が必要となる。

・ＳＥＮＳ工法では、セグメントの代わりに、現場打ちコンクリート（全ての作業工程を現地で施
工）を用いるため、工場製作費（人件費＋工場管理経費）と運搬費が削減され、コストが縮
減される。

注1) Ｓ：Ｓｈｉｅｌｄ Ｍａｃｈｉｎｅ（シールド）、Ｅ：Ｅｘｔｒｕｄｅｄ Ｃｏｎｃｒｅｔｅ Ｌｉｎｉｎｇ（場所打ちコンクリート）、Ｎ：New 
Austrian Tunneling Method（NATM）、Ｓ：System（システム）の頭文字を採ってＳＥＮＳと名付けられ
た。

注2) シールド工法：地下トンネル構築工法の一つで、鋼製の掘削機械（シールドマシン）により地中を掘
削すると同時に、掘削機械の後方でセグメントを設置することにより地盤の安定を保ち、トンネルを
構築する。

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-4参照)≪SENS工法注1)の概要≫

回答29 工期短縮、工事費及びランニングコストの縮減に向けて、どう対応するのか
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意見の概要 意見への回答

（94）津波や台風、地震等への影響を考慮
したルートにしてほしいとする意見

（95）台風、地震、津波等自然災害による
被害を懸念する、災害等への対策を
求める意見

（96）用地確保に不安があるとする、立ち
退き等地域への影響を懸念する意
見

（97）工事中の交通規制、交通渋滞を懸念
する、適切な配慮を求める意見

（98）工事の安全な実施、安全な構造物の
建設を求める意見

（99）不発弾による影響を懸念する、不発
弾があるため地下トンネル工事は難
しいのではないか、工事前の磁気探
査を求める意見

（100）米軍基地への導入許可の可否、安全
性、事故等の際の立ち入り制限、ヘ
リ等による危険性等の観点から米軍
基地内への導入を懸念する意見

（101）石灰岩や断層等地形について懸念が
ある、地下への整備が懸念される、
整備は可能なのか、ルートによって
異なるのかとする意見

・複数案の比較評価にあっては、事業実施上の課題及び留意すべき視
点を把握するため、地形・地盤的課題、導入空間の確保、施工中の自
動車交通への影響、用地確保の方法、耐災害性についても検討を行
いました。

・その結果、
・いずれのルート案も中南部における琉球石灰岩や天願断層周辺で

は、地盤の強度にばらつきがあることから、設計・施工上の留意が
必要であること

・いずれのルート案も全区間において、状況に応じて、不発弾や埋
蔵文化財の確認を行い、発見された場合は、適切な対応を行う必
要があること

・宜野湾～読谷を通過する場合は、供用中の道路での高架橋等の
施工のため、片側1車ずつの車線規制が必要となること

・宜野座～名護を通過する場合は、東西横断の際、一部米軍基地を
通過するため、米軍との協議が必要となること

・いずれのルート案も一部、土砂災害危険箇所を通過する可能性は
あるが、危険箇所が連担していないことから、設計・施工での対応
が可能であること

・いずれのルート案も、0.3ｍ以上の津波浸水箇所を通過する可能
性があり、設計上の留意及び管理上の浸水時の運用マニュアル
の策定等が必要であること

等を留意事項として付したところです。

・ルート選定にあたっては、これら留意事項も踏まえ、総合的な観点か
らよりよい案を選んでいくことが重要です。

・さらに、いずれのルートも、それぞれ課題はあるものの、設計・施工上
等での対応が可能であることから、「計画段階」以降は、現場の状況
等を調査し、本検討で示された留意事項を踏まえ、幅広く検討を行い、
適切に対応していく必要があります。

・なお、施工中の自動車交通への対応については、作業工程によって
は、自動車交通量が少ない時間帯を中心に工事を行ったり、歩道や
路肩を一時的に車線として利用する等の工夫が必要になるとともに、
駅部の施工にあたっては、可能な限り道路上を覆工板で覆い、自動
車交通への影響を低減しながら開削及び駅構築を行う等、可能な限
り影響を低減できるような工夫・対策を行っていくことが必要です。

・また、これらの交通規制は、事業期間全体にわたって実施されるもの
ではなく、工区の分割等による規制期間の短縮を図るなど、可能な限
り自動車交通に影響を与えないよう配慮していく必要があります。

道路部

現況イメージ 高架橋施工中イメージ

工種によっては、夜間等、さらに
車線規制を行う可能性があります。

道路部

作業帯

道路部

現況イメージ

地下区間(一般部)施工中イメージ

地下区間(駅部)施工中イメージ

覆工板設置により片側２車線は
確保

土砂搬出等のため片側１車線は
作業帯として通行規制

駅部施工のため、道路下を全面
的に掘削

回答30 事業実施にあたり、災害への対応、用地確保、自動車交通への影響、不発弾・地盤等について、対応可能なのか、どう対応するのか

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-4参照)≪参考：施工時の自動車交通イメージ図≫
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意見の概要 意見への回答

（102）環境、自然を残してほしい、自然に配
慮してほしい、環境に配慮した整備を
求める、自然環境に配慮したルートを
求める意見（環境影響低減を求める
意見）

（103）自然や景観等を破壊するのは反対、
導入したら自然が壊れるとする意見

（事業中止を求める意見)

（104）工事中及び公共交通通行に伴う騒音
への影響を懸念する、又は影響低減、
配慮、対策を求める意見

（105）CO2削減等を求める、事業実施に伴
う排気ガスを懸念する意見

・「構想段階」は、幅広に複数の案について概略的な検討を行い、詳細
検討を行う「計画段階」の検討の対象を絞り込むのが役割となってお
り、そのため、本検討は、概ねのルート等概略計画を検討する段階で
あり、具体的な箇所等現場の状況等を詳細に把握し、検討を行うこと
が困難であることから、比較対象のルート案は一定の幅を持ったレベ
ルのものとなっております。

・そのため、環境影響や地形・地盤等の課題等については、場所を特定
した定量的な予測・評価が難しく、環境影響評価法や国の「公共事業
の「構想段階」における計画策定プロセスガイドライン」を踏まえ、文献
等既往調査結果等から影響が想定される地域の周辺環境等をマクロ
的に捉え、重大な環境影響等を及ぼす恐れが無いかや、「計画段階」
以降の具体的な検討にあたり留意すべき点がないかという視点で検
討を行いました。

・「計画段階」以降の具体的なルートや構造、システム等の検討にあ
たっては、本検討で示された留意・配慮事項を踏まえ、

・生育・生息場の状況や重要種の生育・生息分布状況等を確認の
上、重要な動植物・生態系への影響を可能な限り回避・低減

・概略設計等の際には、周辺の環境に合わせた適切な防音・防振
対策等の検討を行う

など、適切な措置を講じていく必要があります

・なお、自然環境・生活環境への影響低減については、計画段階のみ
ならず、概略設計、環境影響評価法に基づく法手続き（事業アセスメ
ント）、工事段階等、各段階で、適切な措置を講じて行くことが必要で
す。

・また、自然・生活環境への影響については、鉄軌道の導入のみならず、
鉄軌道の導入と併せて行われる駅周辺のまちづくりでも生じることが
考えられ、まちづくりによる開発の規模等によっては、影響が大きくな
る可能性もあります。

・そのため、「計画段階」以降のまちづくりを計画する段階においては、
まちづくりが自然・生活環境に負の影響を与える可能性があることも
留意しつつ、開発に伴うメリットと併せ、自然・生活環境へ与える影響
に対する対応策（例えば、都市計画上の規制等）についても、検討し
ていく必要があります。

・まちづくりが自然・生活環境へ負の影響を与える可能性があること等
については、まちづくりの主体である市町村とも情報共有を図り、「計
画段階」以降のまちづくりの検討につなげていく必要があります。

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 参考資料2参照)≪植物・生態系分布図≫

回答31 自然環境や生活環境、構造物設置に伴う景観への影響や車窓からの眺め等について、配慮は可能なのか、影響低減に向けて今後、
どのように検討を行っていくのか（自然環境・生活環境）
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意見の概要 意見への回答

（106）構造物設置に伴う景観（まちや周辺
環境）への影響、配慮を求める意見

（107）車窓からの眺めへの配慮、眺めの良
い環境を求める、海沿いルートを求
める、沖縄の景色を楽しめるルートを
求める意見

・県民の皆様からは、目の前に高架構造物が設置されることによる周
辺景観への影響を懸念するご意見と併せて、車窓からの景色を楽し
みたいとする意見が寄せられました。

・本検討では、ご意見も踏まえつつ、周辺景観への影響と、車窓からの
眺めの２つの視点について検討を行いました。

・高架区間については、海や街並みを眺められる新たな視点場が創出
されることにより、観光資源に資するものと考えられますが、 一方で、
人工構造物により、これまで周辺の自然環境等から培われてきた一
連の景観を改変する可能性があることから、景観への配慮が求めら
れています。

・「構想段階」における本検討では、用地確保の観点から、地形図等か
ら把握できる範囲で、市街地部については、道路空間への導入を基
本に、高架橋と地下トンネル導入に伴う費用を比較して安価な方を想
定し、郊外部については、経済性及び速達性の観点から、可能な限り
短絡的、直線的に結ぶことを基本に、山岳トンネルと高架橋を想定し
ました。

・また、本検討では、恩納村南部～名護市までの北部の西区間につい
て、山岳トンネルと高架橋が交互となった構造を想定しておりますが、
県民の皆様からのご意見を踏まえ、全て高架橋とした場合について検
討を行っております。

・この場合、海岸線に沿って丘陵地の一部を掘削しながら整備する必要
があることから、車窓から景色を楽しめる区間が増える一方で、

・概算事業費が約700億円増加（約1.5倍）
・集落部への導入に伴う部分的地域分断、騒音による影響
・海岸線付近を高架橋が縦断することによる沖縄らしい景観への影

響
・北部の豊かな海との間を分断することによる自然環境への影響

（生物の移動阻害や沖縄本島の水資源基盤の一部消滅など）
などの影響が想定されました。

・具体的な構造については、「計画段階」以降、本検討で絞り込まれた
ルート案について、システムの特性(最小曲線半径や最急勾配等)等
を踏まえながら検討を行っていくことになりますが、その場合は、経済
性や速達性のみならず、騒音、動植物、周辺景観に与える影響や車
窓からの眺め等の幅広い視点で、検討を行っていくことが重要です。

対象区間
恩納村南部～名護

海 道路

丘陵地

恩納村南部～名護市 現行案 検討案

構造形式 高架構造および山岳トンネル 全線高架構造

区間距離（km） 27 28

概算事業費（億円） 1,500 2,200

注） 車両費、車庫費、総経費は含んでいない。

北部西ルートの
高架橋部イメージ
(現行案)

北部東ルートの
高架橋部イメージ

高架橋部

高架橋部

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 参考資料６参照)

≪北部西ルートの構造を全て高架とした場合の影響等について≫

≪北部ルートの高架橋部分の鳥観イメージ≫

回答31 （景観及び車窓からの眺め）

(赤線なしは、トンネル区間)

(赤線なしは、トンネル区間)
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意見の概要 意見への回答

（125）外出機会が増えることにより、歩く機
会が増加することになり、健康面にど
のような効果があるのか知りたいとす
る意見

・鉄軌道が整備されることで、移動制約者(自動車を運転できない人等)
が外出しやすくなり、外出機会が増加する可能性があります。

《外出機会増加の可能性について》
・本検討では、鉄軌道導入による外出機会の増加の可能性を、以下の

2つの方法で確認しました。
①鉄軌道の整備前後での沿線地域の私事による移動回数の変化
②静岡中部都市圏と新潟都市圏(沖縄本島と人口規模が同程度の地

域)の鉄軌道の沿線・非沿線での私事による移動回数の違い

＜①鉄軌道整備前後の変化＞
・つくばエクスプレス、埼玉高速鉄道、横浜４号線等の沿線地域では、こ

れら鉄道の整備に伴い、整備前に比べ私事における移動回数が他の
既存路線の沿線地域と同程度まで増加していることが確認できました。

・特につくばエクスプレス沿線では、高齢者の外出機会が他の年齢に比
べ、大きく増加したことが確認されました。

＜②鉄軌道の沿線・非沿線での違い＞
・また、静岡中部都市圏や新潟都市圏でも、鉄道沿線地域が非沿線地

域に比べて、私事トリップ数が多い傾向にあることが確認できました。

・以上のことより、那覇と名護を1時間で結ぶ鉄軌道が導入された場合
には、県民の交通手段や行き先の選択肢が広がり、沿線住民、特に
高齢者等の外出機会が増加する可能性があることが確認されました。

《健康面への効果について》
・鉄軌道を導入することにより、前述のように、県民の外出機会が増加

する可能性があることから、歩く機会の増加等が期待できます。

・沖縄県は全国に比べ肥満率も高く、県民の平均歩数は全国平均を下
回るとともに、健康に生活するために必要とされている歩数には達し
ておらず、1日あたりあと20分以上多く歩く必要があるとされています。

・自動車による移動では、歩行する機会が目的地と駐車場の間に限ら
れますが、公共交通を利用する場合は、目的地と駅・バス停の間や
乗換時に歩く必要があることから、自然と歩く機会が増加します。

・また、電車やバス等の車内で立つことにより、さらにカロリーを消費す
ることにもなります。新潟市の試算では、20kmの通勤の場合、公共交
通は車に比べて200キロカロリー多く消費できるとされています。この
カロリー消費量は、約20分のジョギングに相当し、公共交通を中心と
した生活は、日常的に意識せずとも、健康増進効果があるといえます。

次頁は、健康面への効果についての資料

出典：平成10年、平成20年
東京都市圏パーソントリップ調査

0.59 0.54

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

沿線 非沿線

(トリップ/日)(トリップ/日)

0.79
0.73

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

沿線 非沿線

(トリップ/日)(トリップ/日)

資料：第４回静岡中部都市圏パーソントリップ調査 資料：第３回新潟都市圏パーソントリップ調査

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-2参照)《鉄道整備前後の私事トリップの変化》

さらに詳しく・・・

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会
資料6-2参照)

《鉄道沿線・非沿線の私事トリップ数の比較》

つくばエクスプレス沿線の年齢階層別の私事トリップの変化

回答32 外出機会の増加は、健康面でどのような効果があるのか
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意見の概要 意見への回答

出典：沖縄県

出典：新潟市

《健康に関する状況①》

《公共交通による健康増進効果》
・新潟市が「第6次改訂日本人の栄

養所要量」をもとに、30代男性が
20km通勤する際に、公共交通と自
動車を利用したときの消費カロリ
ーを推計しました。

・消費カロリーの差は約200 kcalで
あり、これはジョギング約20分に相
当します。

・公共交通を利用すれば、駅やバス
停まで歩いたり、車内で立ったりと、
同じ移動でも倍以上のカロリーを
消費することが可能です。

・国が行っている国民健康・栄養調査の結果によると、沖縄県
民の肥満者（BMI 25以上と定義）の割合はどの性別年齢階層
でも全国平均を大きく上回っています。
・男性は 20 歳代から３割を超え、40～50 歳代では５割を超え
２人に１人が肥満となっています。
女性は、年齢が上がるにつれて肥満者の割合は高くなり、60

歳代以降では４割を超えています。

・国が行っている国民健康・栄養調査の結果に
よると、沖縄県民の成人平均歩数は、男性が
6900歩、女性が5900歩であり、全国平均を下
回っています。
・また、健康に暮らせる目標として沖縄県が設定
している歩数を大きく下回っています。
・県の目標を達成するためには、毎日あと20分
以上の歩行が必要です。
・運動量が少ないと、肥満につながるほか、運動
機能の低下により、将来的に要介護になるリス
クが高まるとされています。

《公共交通利用促進による歩数増加効果》

・富山市では、65歳以上の高齢者を対象に、市内各地から中心市街地
へ出かける際に公共交通利用料金を1回100円とする割引制度「おでか
け定期券」を実施しています。
・この制度は、高齢者の外出機会の創出、中心市街地の活性化、交通
事業者への支援等を目的としています。
・富山市が行った調査では、おでかけ定期券利用者の平均歩数は、国
民・県民の平均的な歩数を上回っており、おでかけ定期券は利用者の
歩数増加に貢献していることが確認されました。

出典：
富山市

出典：国土交通白書2015

出典：沖縄県 《健康に関する状況②》《沖縄県民の健康に関する状況》

《移動に伴う消費カロリー》

《自動車利用率と肥満》

・Bassettらにおいて、欧米各国の肥満率（BMI 30以上を肥満と定義）と、
自動車以外の交通手段の利用率の関係が確認されています。

・両者は明らかに反相関しており、車への依存度が低い国ほど、肥満率
が低いと言えます。

・自動車への依存が特に低い（20%弱）オランダやスイスでは、肥満率は
10%未満です。

出典：“Walking, Cycling, and Obesity Rates in Europe, North America, and Australia”David R. Bassett et al. (2008)

● 肥満率（左軸）
○ 自動車以外の手段の利用率（右軸）
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意見の概要 意見への回答

（160）人口が増加している南部について、
採算が取れないのは疑問であるとす
る意見

（163）【市町村会議意見】南部は自動車交
通量も多いが、需要予測に反映され
ているのか、需要予測の再現結果、
交通量の推計結果を示して欲しい。

（161）那覇～糸満間の事業費について、道
路の拡幅工事等の計画が考慮されて
いないとする意見(事業費が課題では
ないかとする意見）

・豊見城・糸満や南風原・与那原地域は、人口も多く、那覇～糸満や那
覇～与那原区間の道路交通量は、特に国道329号や331号で多く、交
通渋滞も発生しております。

・本検討では、本県における人口分布等を踏まえ、交通量を推計してお
り、右図の通り、豊見城・糸満及び南風原・与那原地域の発生交通量
は、夜間人口の割合からも、同程度であることが確認できます。

・また、通勤・通学等の目的における発生集中量からも、当該地域の人
口密度に応じた量の発生集中となっており、観光客の発生集中につ
いても、ひめゆりの塔や玉泉洞、豊崎などの有名な観光地に見られる
ことがわかります。(次頁参照)

・本検討で用いている需要予測モデルでは、道路の路線別の交通量ま
で、詳細に確認できるものとなっていないため、当該地域における道
路交通量との比較はできませんが、人口密度に応じた量の発生集中、
有名な観光地での発生集中がみられることから、需要予測は適切に
実施されたものと考えております。

・また、需要予測の結果、鉄軌道を延伸した場合は、延伸区間内で1.4
～2.2万人／日の方が鉄軌道を利用することが予測されました。

・延伸無しの場合と比較すると、延伸による純増は、0.8～1.0万人／日
となります。これは、那覇～名護間の整備により、利便性が高まること
から、延伸がなかった場合においても、豊見城・糸満、南風原・与那原
等の南部方面の方がバス等を乗り継いで那覇から鉄軌道を利用する
ためです。

・南部は、延伸により利用者数は増えるものの、路線延長増加に伴う
人件費や維持管理費等が増加し、現状の人口規模では支出に見合っ
た収入を見込めず、骨格軸の採算性の低下を招くとの結果が得られ、
ました。

・鉄軌道のルート案については、沖縄21世紀ビジョンで示された沖縄将
来の姿の実現等から求められる「那覇と北部圏域の中心都市である
名護を1時間で結ぶ公共交通軸の構築による圏域間連携の強化」な
ど、公共交通の役割を踏まえるとともに、県民から寄せられた公共交
通が持続的に役割を果たすために重要となる採算性についても考慮
しながら検討を進めているところです。

・以上から、骨格軸の延伸については、延伸区間の採算性について検
討を行った結果、骨格軸の採算性の低下を招くとの試算結果が得ら
れたことから、技術・計画検討委員会において那覇と名護を起終点と
して検討を進めることを確認したところです。

次頁は、目的別発生集中交通量

資料：平成22年度道路交
通センサスを基に作成

豊見城・糸満
9%

南風原・与那原
4%

その他
南部地域
30%

中北部地域
57%

豊見城・糸満
9%

南風原・与那原
4%

その他
南部地域
28%

中北部地域
59%

延伸なし 糸満延伸 与那原延伸

鉄軌道
利用者数
(万人／日)
※( )は延伸な
しケースから
の増加分

県民 7.0 7.9 (＋0.9) 7.8 (＋0.8)

県外 0.7 0.8 (＋0.1) 0.7 (＋0.03)

計 7.7 8.7 (＋1.0) 8.5 (＋0.8)

上記のうち、
延伸区間の
利用者数
(万人／日)

県民 － 2.1 1.4

県外 － 0.1 0.04

計 － 2.2 1.4

※開業後40年間平均
短期借入金を除く

《糸満延伸区間の
資金収支の内訳》

《延伸区間単独の採算性》

《糸満延伸した場合の鉄軌道利用者数の変化イメージ》

《夜間人口分布(現況)》 《全目的発生交通量分布(H42)》

《道路交通量》

※延伸の検討にあたって
は、需要の最も多いC派生
案（330号経由）をモデル
ルートとして、当該ルートを
延伸した場合について需
要推計等を実施。

那覇～名護の鉄軌道整備でもバス等で駅に接
続し、南部方面から利用している方が多いので、
南部まで延伸した場合の、新規増加は、少ない。

2.2万人/日
1.0万人/日

バスなど

バスなど

回答33 人口が増加している南部で何故採算が取れないのか
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意見の概要 意見への回答

・沖縄の将来の姿の実現等にあたっては、鉄軌道の導入と併せてフィー
ダー交通が連携する利便性の高い公共交通ネットワークの構築が重
要と考えており、今後は、南部地域の関係市町村と連携しながら、地
域の交通課題やニーズ等を踏まえフィーダー交通の充実について検
討を行う必要があります。

・また、延伸区間の概算事業費については、内閣府調査において、拡幅
等道路計画も踏まえルート及び構造が検討されていることから、本検
討では、内閣府調査で検討されたルート及び構造を踏まえ、これに本
検討で設定した工事単価や用地補償費を用いて算出しております。

《夜間人口分布(H42)≫
《通勤目的発生量(H42)≫

《通学目的発生量(H42)≫ 《観光集中量(H42)≫

（トリップ／ha／日）

第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料5-2 需要予測の傍証より

斎場御嶽玉泉洞

糸満

豊崎

那覇空港

那覇市

ひめゆりの塔

※国道331号は豊見城市および糸満市で十分な幅員を持っている区間のみ道路空間を利用することとし、
用地取得を最小限に抑えることを想定。

※概算事業費は、用地費、土木費、設備費、総経費。

項目 那覇～糸満 那覇～与那原

高架
（一部

拡幅あり）
地下

一部高架・
一部地下

（※）

高架
拡幅あり

地下

延長 11 km 9 km

概算事業費
(億円) 1,450 1,300 ○ 1,250 1,400 ○ 1,150

《延伸区間の構造及び概算事業費≫ 詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料8参照

将来夜間人口(H42)
（人／ha）
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別添1 構造に対する環境等の評価
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1 事業実施に与える留意事項
A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

地
形
的
・
地
盤
的
課
題

高架橋
・中南部では島尻層群泥岩が、中北部では名護層と嘉陽層が主体と考えられ、施工上の問題は少ない。
・ただし、北谷町からうるま市にかけて天願断層が存在するため、設計にあたっては当該箇所を避ける等の配慮が必要。

地下
トンネル

・中南部では島尻層群泥岩が、中北部では名護層と嘉陽層が主体と考えられ、施工上問題は少ない。
・周辺環境から土壌汚染の可能性のある掘削土砂については、汚染の有無を確認のうえ、適切な対処が求められる。

・但し、島尻層群泥岩を基板とする海岸近傍等
の一部区間では、琉球石灰岩が深部まで存在
することも考えられることから、事前調査で
確認のうえ、必要に応じた設計・施工が求め
られる。

－ ・A案、B案、B派生案と
同様

－ ・A案、B案、B
派生案と同様

－ ・北谷町からうるま市間には天願断層があるため、設計・施工上の留意が必要。

山岳
トンネル

・名護層、嘉陽層は比較的良好な地質であり、施工上の問題は少ないが、沢枯れや地下水低下等に対する留意が必要。
・周辺環境から土壌汚染の可能性のある掘削土砂については、汚染の有無を確認のうえ、適切な対処が求められる。

導
入
空
間
確
保
及
び

自
動
車
交
通
へ
の
影
響

高架橋

・北部については、専用空間を確保するため、自動車交通に大きな影響は無い。
・中南部については。既存道路の占用にあたり道路管理者との協議が必要。

・中南部において、道路空間に高架で導入する
区間が最も長いため、他案に比べ施工中の自
動車交通への影響が大きいと考えられる。

・中南部において、道
路空間に高架で導入す
る区間が最も短いため、
他案に比べ自動車交通
への影響は小さいと考
えられる。

・中南部において、道
路空間に高架で導入す
る区間は、C,D案よりも
多いことから、C,D案よ
りは、自動車交通への
影響は大きいと想定さ
れる。

・C案と同様 ・C派生案と
同様

地下
トンネル

・既存道路の占用にあたり道路管理者との協議が必要。

・推進工法のため、自動車交通への影響を駅部のみに抑えることができる。
・駅部については、開削施工のため自動車交通への影響が生じることから、影響を最小限にするための対策が必要である。

山岳
トンネル

・専用空間のため、自動車交通に大きな影響は無い。

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-4参照)
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A案 B案 B派生案 C案 C派生案 D案 D派生案

用地確保
の方法

高架橋

・中南部では、道路空間内を縦断的に活用するため、基本的には用地買収は必要ない。ただし、一部平面線形上、道路
用地を外れる場合等については用地買収が必要。
・また、立体交差となっている交差点付近では、歩道橋を避けるため用地買収が必要。
・北部では専用空間確保のため、全線にわたり用地買収が必要。

地下
トンネル

・道路下を縦断的に活用するため、基本的には用地買収は必要ない。
・ただし、平面線形上、道路用地を外れる場合には区分地上権が必要。

・宜野湾～うるまにかけては、道路幅員が狭いため、駅
部について、用地買収が必要。

山岳
トンネル

・専用空間となるため、坑口箇所等において、用地買収等が必要。

－ ・東西横断の際、一部、米軍基地
の地下を通過する可能性があり、
その場合は、米軍との協議が必
要。

－ ・B案及びB派生案と同様

耐災害性
（土砂災
害）

高架橋
・一部、土砂災害危険箇所を通過する可能性があるが、危険箇所が連坦していないことから、設計・施工での対策が可
能。

地下トン
ネル

・被害は小さいと考えられる。

山岳トン
ネル

・被害は少ないが、トンネル出入り口付近が土砂災害危険箇所に位置する場合、対策が必要。

耐災害性
（津波災害等）

・各案とも0.3m以上の津波浸水箇所を（約2～12km程度の範囲で）通過する可能性があり、設計上の留意及び管理上の
浸水時の運用マニュアルの策定等の対策が必要。

(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-4参照)
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2 自然環境に関する配慮事項等
(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-5参照)
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3 生活環境に関する配慮事項等
(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-5参照)
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4 景観に関する配慮事項等
(詳細は、第6回 沖縄鉄軌道計画検討委員会 資料6-5参照)

57


